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内容梗概 

 

 現代社会の活動を支えているのは，あらゆる分野で構築された基幹情報システムである．基幹

情報システムとは，企業や行政機関などの活動を支える経営情報システムのことである．銀行オ

ンラインシステムや鉄道座席予約システムなど日常生活に密着している情報システムも多い．  

基幹情報システムの開発には常に課題がある．業務ソフトウェア(エンタプライズ系ソフトウェ

ア)の規模は増加し，納期は厳しく，安定した品質が要求される． 

 通常，基幹情報システムは大規模システムが多く，SI ベンダと呼ばれるソフトウェア会社が顧

客から発注を受けて開発する．開発プロジェクトが混乱した場合，品質の悪化や納期遅延による

開発コストの増加が SI ベンダの業績に大きな影響を与える．開発プロジェクトが混乱する要因と

しては，技術面の要因と管理面での要因がある．技術面の要因では，ソフトウェア生産技術力の

不足，技術力のある要員の不足，見積の失敗，性能や信頼性など非機能要件の設計力不足などが

ある．管理面の要因では，プロジェクト管理不足，不明確な業務仕様のままの開発，発注者(顧客)

と開発者(SI ベンダ)の契約不備などがある． 

 本論文では，開発プロジェクト混乱の技術要因の中からソフトウェア生産技術と見積技術の解

決に取組み，以下の目標を設定した．  

（１） ソフトウェア開発方式の標準化による開発力向上 

（２）既存ソフトウェアの再利用による生産性向上 

（３）開発コストの早期見積によるリスク管理 

 

 本研究の目的は，これらの目標実現に寄与することである．  

 （１）では，情報システム開発方法論と統合開発支援ツールを開発した．開発方法論では，標

準開発プロセスを定義し，開発作業を標準 WBS で詳細化する．標準 WBS により，開発する要員

の役割別に作業内容と責任範囲，作業基準が明確になり大規模プロジェクトの運営が容易になる．

開発プロセスはフェーズと呼ぶ単位に分け，フェーズ単位に進捗を管理する． 

統合開発支援ツールは，開発方法論と一体になったツールであり，ソフトウェア部品によるプ

ログラム自動生成を特長にしている．ソフトウェア部品は，スケルトンと処理部品がある．スケ

ルトンは，プログラムの制御構造を形態別にパターン化したものである．処理部品は，共通機能

を部品化した機能部品と，データ固有の処理を持つデータ処理部品を開発した． 

統合開発支援ツールは，1981 年からソフトウェア部品再利用技術を中心にプログラム自動生成
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機能を拡張してきた．本研究では，統合開発支援ツールの評価を 1980 年代から 2000 年代まで長

期間収集した実績データで分析した．生産性指標としてプログラム生成率，品質指標として不良

密度を用いて分析した．また，プログラマの習熟率を分析した．習熟率の結果は，大規模プロジ

ェクトの開発組織の生産力確保に，教育・訓練と反復作業の必要性を示している． 

 

（２）の既存ソフトウェアの再利用は，基幹情報システムの一部に既存ソフトウェアを流用す

るのではなく，既存システムから業務仕様を抽出・理解して部品化などに活用するのが目標であ

る．具体的には，プログラムに格納されている業務データ(データ項目)に着目してソースコードを

分解，変換，整理するデータ中心型リバースエンジニアリングを開発した．ソースコードの各ス

テートメントを，個々のデータ要素に分解し，一対のデータ要素に変換して論理を表現する．表

現された論理をカプセル化して業務ルールを抽出する．抽出した業務ルールの正当性と仕様抽出

率を実プロジェクトのデータと比較して，高い一致率を得た． 

 

（３）では，最初の見積である試算見積の手法として協調フィルタリング法による予測モデル

と UCP(Use Case Point)法による自動計測方式を開発した． 

協調フィルタリング法は，検索データに欠損値が含まれることを前提とした事例ベース類推法

のひとつである．類似プロジェクト検索に用いる変数を 6 種類設定した予測モデルを開発した．

また，膨大な検索アルゴリズムから規模見積に最適なアルゴリズムを探し出すツールを開発した． 

UCP 法は，オブジェクト指向開発で作成したユースケースモデルをもとに，規模や開発工数を

見積る手法である．計測で必要なアクタ分類とユースケース分類の自動化手法を開発した．また，

この手法によるユースケースポイント計測支援ツールを開発した． 

両者とも評価の結果，高い精度での予測結果を得た．協調フィルタリングでは，欠陥を含んだ

データでも実用的な精度で予測できることを確認した．UCP 法による自動計測方式では，支援ツ

ールの自動計測値と熟練者の手動計測値が近い結果を得た． 
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第 1 章 まえがき 

1.1 本研究の目的 

 経産省は，ソフトウェアを｢現代経済社会の基盤｣であり｢価値を実現する源泉｣であると述べて

いる．｢ソフトウェアは，あらゆる産業を支え，かつ製品・サービスの価値を生み出している｣[1]． 

基幹情報システムは，企業では製品や商品を生む生産基盤であり，個人では便利で快適な生活

を営む生活基盤である．また，医療，福祉，自治体などからのサービスを受ける基盤でもある． 

自動車産業を例にすれば，製造メーカは生産システムや調達システムを活用して自動車を生産

している．自動車と社会基盤の関係では，国家プロジェクト「高度道路交通システム

(ITS:Intelligent Transport Systems)」がある．交通渋滞 20％削減，死亡事故半減，CO2 の 15％

削減などを目標にしている．環境保護の視点からは，自動車のリサイクルがある．「自動車リサイ

クル法」が制定され 2005 年 1 月より施行されている．引取業者，フロン回収業者，解体業者等の

関係者に使用済自動車の処理状況報告を義務付け，適正に処理されているかを監視する．これを

運用するのが自動車リサイクルシステムである． 

もうひとつの例として電子取引がある．PC，ネットワークなどの技術進歩に加えて，電子決済，

IC カードなどの技術も加えて実用化された電子取引(EC；Electronic Commerce)も社会基盤とし

て確立している．我が国の 2004 年電子商取引の市場規模は，事業者向け(B2B)は 102 兆 7 千億円

と推計され，電子商取引化率は 15％，1998 年(8 兆 6 千億円)と比較して 12 倍となっている．一

般消費者向け(B2C)は 5.6 兆円(対前年比 28％増)であり順調に拡大している[2]． 

 これらを実現しているのが，企業や公官庁の基幹情報システムである．基幹情報システムを動

かす業務ソフトウェアは，エンタプライズ系ソフトウェアと呼ばれている．従来は，事務処理ソ

フトウェア，ビジネスアプリケーションソフトウェアとも呼ばれていた． 

 エンタプライズ系ソフトウェアの開発は常に課題を抱えている．ブルックスの｢銀の弾丸｣論文 

[3]に代表されるようにソフトウェアの生産性と品質の向上は，いつの時代でもソフトウェア工学

のテーマである．500 人月以上の大規模プロジェクトの 50%が納期遅延し，50%が予算をオーバ

し，30%の顧客が品質に不満があるという報告がある[4]．また，ソフトウェアの規模も拡大を続

けている．1980 年代では SIS(戦略情報システム)と呼ばれた基幹情報システムの開発が始まり，

例えば都市銀行第 3 次オンラインシステムでは 700 万ステップの規模をもつソフトウェアを開発

してきた．1990 年代後半にはインタネットを利用した BtoC(Business to Consumer)ビジネスの

開始もあり，ソフトウェアの規模は増大している． 
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ソフトウェア開発プロジェクトが混乱する要因としては，技術面の要因と管理面での要因があ

る．技術面の要因では，オープンソースなど新技術への対応力不足，ソフトウェア生産技術力の

不足，開発コスト見積の失敗，性能や信頼性など非機能要件の設計不足などがある．管理面の要

因では，プロジェクト管理不足，不明確な業務仕様のままの開発，発注者と開発者の契約不備な

どがある．大規模プロジェクトでは，開発にかかわる関与者が多岐になりコミュニケーション不

足や，変更管理や統合管理などの管理不足が起こりやすい． 

筆者は，日立製作所(以下，日立と言う)及び日立システムアンドサービス(以下，日立 SAS と言

う)で基幹情報システムの生産技術の開発に従事してきた．特に 1983 年からは，日立の生産技術

開発部門でソフトウェア生産技術の企画・開発と普及に専従してきた．長年におけるソフトウェ

ア生産技術開発の経験から，基幹情報システム開発の生産性と品質向上には，以下に述べる目標

が重要であると考えてきた． 

目標１：ソフトウェア開発プロセスの標準化と，それを一貫して支援するツール 

目標２：既存ソフトウェアの再利用 

目標３：ソフトウェア規模の早期見積 

本研究の目的は，これら３つの目標の一部を実現することである． 

 

 

1.2 本研究の概要 

 本研究では，1.1 節で述べた３つの目標を達成するために，以下の 3 点の研究を行なった． 

（１）基幹情報システム開発方法論と統合開発支援ツール 

（２）リバースエンジニアリングによる業務仕様理解支援 

（３）ソフトウェア規模の試算見積 

 (1)は目標１，(2)は目標２，(3)は目標３の実現のための研究である．特に，(1)(2)は，データ

中心型アプローチ(DOA：Data Oriented Approach)のコンセプトに基づいて研究した．DOA と

は，｢データ項目は，設計情報の中では一意で，安定しているので，はじめに共有資源として設計

すれば安定した情報システムが建設できる｣という考えである．データ項目には，名称や属性と共

に，企業の業務プロセスや業務ルールが固有処理として埋め込まれている． 

 

 2



（１）基幹情報システム開発方法論と統合開発支援ツール 

基幹情報システムの開発では，参加する要員も多く，開発作業の標準化が重要である．開発方

法論は，開発プロセス(開発手順)や開発技法，開発基準を標準化して体系化したものである[5]． 

ソフトウェア開発プロセス[6]は，逐次型モデル[7]，反復型モデル[8]などが提案されている．開

発作業と成果物の定義は，内容を階層的に詳細化していく WBS(Work Breakdown Structure) 

[9][10]手法が提案されている． 

開発技法は，構造化技法，オブジェクト指向技法，アジャイル開発技法がある[12]． 

構造化技法は，構造化分析(SA)，構造化設計(SD)，構造化プログラミング(SP)がある．構造化

分析は，データの流れに注目した DFD(Data Flow Diagram)法[13][14][15]，入出力のデータ構造

に着目した機能抽出法[16][17]がある．構造化設計は，機能をトップダウンで段階的に詳細化する

設計法で，設計の結果は構造化チャート(Structure Char)と呼ぶ図形で表現する[18][19]．構造化

プログラミングでは，GO TO レスの構造化チャートや言語仕様が開発されている[5][20][21]． 

 オブジェクト指向技法には，オブジェクト指向分析(OOA)，オブジェクト指向設計(OOD)，オ

ブジェクト指向プログラミング(OOP)がある．オブジェクト指向技法は，構造化分析と同じくグ

ラフ図でオブジェクトの構造，属性，処理などを表現する[22][23][24][25][26]．モデル表記法を

標準化したのが UML(Unified Modeling Language)である． 

本研究では，基幹情報システム構築で効果的なソフトウェア開発プロセスモデルと開発技法を

提案する．標準開発プロセスを定義し，開発作業を WBS で詳細化する．開発プロセスをフェー

ズと呼ぶ単位に分け，開始と終了をコントロールするフェーズドアプローチ手法を提案する． 

 開発技法は，基幹情報システムで使われるデータ項目を最初に分析して，その分析後にソフト

ウェアの構造を設計するデータ中心型アプローチ(DOA)[29][61]を主要技法にする．データ項目の

名称，意味や属性を標準化し参加者の誤解や不整合を防止する．データ操作をカプセル化してデ

ータ処理部品にし，ソフトウェア製造に利用する．業務仕様の分析と設計には，構造化分析技法

を用いる．DFD に加えて日本語の表記を制限した構造化日本語を提案する． 

統合開発支援ツール(統合型 CASE：Computer Aided Design Software Engineering)は，開発

方法論と一体になりソフトウェア開発プロセス全体を支援するツールである[30]．1980年代から，

多くのツールベンダが統合開発支援ツールを開発してきた[31][32]．その機能は，ソフトウェア開

発プロセスの一貫支援，DOA によるデータの一貫管理，開発技法を支援する対話型設計支援機能

とプログラム自動生成機能，テスト支援機能である[5][30]． 

ソフトウェア開発プロセスの一貫支援とは，開発方法論で定義した開発手順のメニュー表示と
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開発作業をナビゲーション(プロセス管理)することである． 

 データは，データ辞書(Data Dictionary)やリポジトリ(Repository：情報資源倉庫)で一元管理

される．データ辞書は，データ項目に関する名称，属性，関連，操作を格納している．リポジト

リは，基幹情報システムの情報も企業においても価値のある資源であるという DOA のコンセプ

トで作られた情報資源倉庫で，設計仕様データ，ソースコード，各種管理データを格納している． 

 設計支援機能は，業務仕様モデルの編集を支援する機能である．データモデル，プロセスモデ

ル，UML モデルをサポートしている．プログラムの自動生成機能は，ソフトウェア部品を再利用

する生成方式と仕様書やチャート図を生成するビジュアルプログラミング方式がある． 

 本研究では，開発方法論をサポートする統合開発支援ツールの提案と効果を分析する．統合開

発支援ツールは，1981 年から現在までの 26 年間にわたり基幹情報システムを対象にソフトウェ

ア部品再利用技術を中心にしたプログラム自動生成機能を拡張してきた． 

本研究では，統合開発支援ツールの機能拡張を 1980 年代から 2000 年代までの期間で３フェー

ズに分けて述べると共に，データ項目辞書を中心にしたデータ処理部品を提案する．また，それ

ぞれのフェーズの実績データを示して生産性を分析する．長期間にわたり統合開発支援ツールの

生産性を分析したレポートは少ない[33]．生産性指標として，スケルトンとソフトウェア部品に

よるプログラム生成率，テストフェーズでの信頼性，プログラマの習熟曲線の分析結果を述べる．

特に最後の習熟曲線は，大規模プロジェクト開発における開発組織の生産力確保に重要な指標で

あり，教育・訓練と反復作業の必要性を示している． 

 

（２）リバースエンジニアリングによる業務仕様理解支援 

 基幹情報システムの開発は，新規開発よりも既存システム(レガシーシステム)再構築の場合が多

い．基幹情報システムのダウンサイジングや Web システム化などのシステム再構築をレガシーマ

イグレーションと呼んでいる．レガシーマイグレーションで留意すべきことは，レガシーシステ

ムで実現してきた業務仕様をもれなく反映させることである．換言するとレガシーシステムに埋

め込まれている業務仕様は企業の事業形態が大きく変化しない限り再利用すべき重要な情報であ

る．レガシーシステムから業務仕様を理解すると共に，データ項目や業務仕様を抽出して，デー

タ標準化やソフトウェアの部品化に再利用するのは有効である． 

 従来では，既存の業務仕様の理解や設計情報の抽出にレガシーシステムの仕様書調査や業務有

識者へのインタビューなどにより分析･設計作業をしてきた．しかし既存の仕様書は永年の機能拡

張や変更の内容が反映されていない場合が多く，有識者のインタビューもスキルに依存するため
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に必要な情報を十分に収集できないケースがあった．これらの情報が欠落したまま再構築した結

果，トラブルが発生する危険性があった． 

 レガシーシステムから設計情報を抽出する技術はリバースエンジニアリングの分野で多くの研

究がなされてきた[34]．リバースエンジニアリングとはシステム構成要素の解明により，他の形

式か高水準の設計仕様を逆生成することである．再文書化(re-documentation)，設計復元(design 

recovery），関数抽象化(function abstraction)，業務ルール(business rules)の抽出･表現がある 

[35][36]．これまで，リバースエンジニアリング技術による設計情報抽出技術や影響波及解析技術

が提案され，多くは実用化されてきた[37][38]．主な技術は，相互参照技術，プログラム表現技術，

プログラムスライス技術である．相互参照技術は，プログラムと画面・帳表のデータ項目関連情

報などのクロスリファレンス作成技術である[39]．表現技術は，ソースリストを字ずらしや制御

の流れを矢印などで示して清書したり，木構造のチャートで図式化してプログラムを読み易くす

る技術である． 

本研究では，レガシーシステムから業務ルールを抽出・理解する手法として，プログラムに格

納されている業務データ(データ項目)に着目してソースコードを分解，変換，整理して，業務ルー

ルを抽出するリバースエンジニアリング DORE(Data Oriented Approach Reengineering)を提案

する．本研究では，｢データ項目には，企業の基幹業務のプロセスやルールが埋め込まれている｣

というデータ中心型アプローチ DOA[29]のコンセプトに基づいている．ソースコードの各ステー

トメントを，個々のデータ要素に分解し，分解したデータ要素を一対のデータ要素にて表現され

る２項オブジェクトとして表現し，該当する２項オブジェクトの組み合わせによって，各ステー

トメントの論理を表現する．次に，表現された論理をカプセル化して業務ルールを抽出する．抽

出した業務ルールは，レガシーシステムの理解支援に活用する．また，データ処理部品としてソ

フトウェアの再利用に活用する． 

 本研究では，データ中心型リバースエンジニアリング DORE による業務ルール抽出方式を提案

すると共に，抽出した業務ルール正当性の評価と設計仕様書に記述している業務ルールに対する

カバー率で仕様抽出量を評価した． 

 

（３）ソフトウェア規模の試算見積 

 基幹情報システムの開発プロジェクトにおいて，品質の悪化や納期遅延による開発コストの増

加は情報産業に属する企業では業績に大きな影響を与える場合がある．プロジェクトのトラブル

を未然に防止するには，ソフトウェアの規模，開発工数，コストなどを的確に見積ってリスク管
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理することが重要である．プロジェクト管理では見積は重要な要件である[40]． 

見積は，ソフトウェア開発プロセスの上流から下流に逐次，段階的に実施される．企画・計画

段階で見積る試算見積，基本設計後に見積る概算見積，詳細設計後に見積る詳細見積がある． 

ソフトウェアの見積手法[41]は，仕様，規模や工数の間に存在する特定の数学的な関係を用い

て規模や工数を算出するパラメトリック法，プロジェクトのすべての成果物とアクティビティを

積算するアクティビティベース法，過去のプロジェクトの実績データからプロジェクトの特性値

を比較する事例ベース類推法などがある．現在は，最初に業務要件(業務仕様，要求定義)からソフ

トウェアの規模を算出し，次に規模にシステム特性(複雑性，品質，性能など)から得たパラメータ

値を掛けて開発工数を算出するパラメトリック法が主流になっている． 

ソフトウェア規模を測るメトリクスとして，｢ソースコードの量｣と｢機能の量｣のメトリクスが

ある．｢ソースコードの量｣は，ステップ数(S；Step)，関数数，クラス数，サイクロマティックス

(複雑性)などのメトリクスがあるが，一般的にはステップ数がよく使われている．ステップ数は，

コード行数(LOC；Lines of Code)とも言われている．｢機能の量｣では FP(Function Point)，

UCP(Use Case Point)のメトリクスがある．FP 法は，ソフトウェアの機能要件を洗い出して，各

要素の数に複雑性などで重み付けをして算出する方法である[42]．FP 法の利点は，開発言語や開

発環境/実行環境から独立して算出できる，機能から規模を算出するので発注者と SI ベンダが共

通の認識が持てる，生産性評価がし易いなどがあり，現在は FP が普及しつつある．FP 法は，複

数の手法が提案されているが，現在は，FP 法の国際団体である IFPUG(International Function 

Point Users Group)の計算法が標準になっている[43]． 

UCP 法は，FP 法をベースとし，近年増えつつあるオブジェクト指向開発の早期要求分析の段

階で作成されるユースケースモデルをもとに，規模や開発工数を見積る手法である[44][53]. 

企画・計画段階での試算見積は，発注者の予算獲得や発注者と SI ベンダとの最初の契約で使わ

れるので重要な見積である．しかし，重要な見積であるにもかかわらず，この時点では業務要件

は確定しておらずソフトウェア規模の算出は困難であった． 

試算見積の手法として，FP 試算法，NESMA 法[45]，協調フィルタリング法[46]，UCP 法[47][48]，

FP 要素見積法[49][50]，電中研法[51]などが提案されている． 

本研究では，試算見積の手法として協調フィルタリング法による予測モデルの提案と UCP 法 

による自動計測方式を提案する．いずれも支援ツールを試作して， 実プロジェクトで評価をした． 

  協調フィルタリング法では，過去のプロジェクト実績情報から，予測対象の類似プロジェクト

を抽出して，規模(FP 値)を算出する． 
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協調フィルタリング法は，検索データに欠損値が含まれることを前提とした事例ベース類推法

のひとつである．情報検索の分野において，多くの情報からユーザの好みに合う情報を抽出して

推薦する技術として研究されてきた[52]．書籍のネット販売では，この技術を用いて顧客の好み

に合った推薦図書を提示している．しかし，ユーザの評価を用いて書籍を推薦する場合は，ユー

ザの評価データの値域が一定なのに対して，ソフトウェア開発では，例えば画面数や設計工数な

ど値域が一定でないメトリクス(以下，変数と言う)を用いる．  

 本研究では，ソフトウェア規模見積に用いる変数を 6 種類設定した予測モデルを提案する．変

数は数値で表現できないカテゴリ変数と数値で表現できる数値変数がある．また，膨大な検索ア

ルゴリズムからソフトウェア規模見積で最適なアルゴリズムを探し出す探索ツールを試作した． 

 UCP法は，要求分析で作成したユースケースモデルに基づいて工数見積りをする．しかし，UCP

法を実際に適用する場合，計測者の主観に依存する部分があるため，同一ユースケースモデルに

対する計測でも，計測者によって誤差が生じるという問題点も存在する.本研究では，このような

計測者による誤差をなくすことを目的として幾つかの制限を設けた上で，UCP計測で行われるア

クタとユースケースの自動分類手法を提案する．また，この提案によりユースケースポイント計

測支援ツールを試作した．更に，本ツールをソフトウェア開発プロジェクトで作成したユースケ

ースモデルへ適用し，その適用可能性を評価した． 

 

 

1.3  本論文の構成 

 本論文では，第 2 章で開発方法論と統合開発支援ツールを，第 3 章でリバースエンジニアリン

グによる業務仕様理解支援を，第 4章でソフトウェア規模の試算見積を，第 5章むすびで まとめ

と今後の研究方針を述べる． 
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第2章 開発方法論と統合開発支援ツール 

2.1  緒言 

基幹情報システム開発では，開発方法論の標準化と統合開発支援ツールの活用が効果的である．

開発方法論とは，ソフトウェア開発プロセス(開発手順)，開発作業，成果物，開発技法を標準化，

体系化したものである[5]．統合開発支援ツール(統合型CASE)は，開発方法論と一体になりソフト

ウェア開発プロセス全体を支援するツールである． 

ソフトウェア開発プロセス[6]は，逐次型モデルではウオータフォールモデル[7]が提案されてお

り，反復型モデルではスパイラルモデル[8]，イタラティブモデル，インクリメンタルモデル， ア

ジャイルモデルなどが提案されている．国産ソフトウェアベンダの開発プロセスは， ウオータフ

ォールモデルが72%を占めているが， スパイラルモデルなどの反復型モデルの適用も増えている

[11]．開発作業と成果物の定義は，WBSと呼ぶ体系化手法が提案されている[9][10]．プロジェク

トで実施されるすべての作業を拾い出して，その内容を階層的に明確化していく手法である．本

来はプラント建設などのエンジニアリングのプロジェクト管理で用いられた技法であるが情報シ

ステム開発でも広く使われている． 

また， ソフトウェア開発プロセスだけでなく， 情報システム開発及び取引の明確化を目的に，

情報システムの構想からその廃棄にいたるまでのソフトウェアライフサイクルプロセスを可視化

し，共通の枠組みを規定した SLCP-JCF(Software Life Cycle Process - Japan Common Frame)

がある．国際標準である ISO/IEC12207 と整合をとりながら，国内ソフトウェア市場の特性を加え

ている．最新版として 2007 年に，企画や要求定義などユーザ主導作業を強化した SLCP-JCF2007

が発行されている[54]． 

開発技法は，構造化技法，オブジェクト指向技法，アジャイル開発技法が提案されている． 

構造化技法は，構造化分析(SA)，構造化設計(SD)，構造化プログラミング(SP)に分かれる．構

造化分析は，データの流れに注目した DFD を基本とする Yourdon 法[13]や DeMarco 法[14]，

Gane/Sarson 法[15]，入出力のデータ構造から機能を抽出する Jackson 法[16]，Warnier/Orr 法

[17]がある． 

構造化設計は， 機能をトップダウンで段階的詳細化してプログラム構造を決める設計法で， 設

計の結果は構造化チャートと呼ぶ図形で表現する．Constantine[18]により主要概念が開発され， 

その後に Myers が複合設計(composite design)として改良している[19]． 

構造化プログラミングでは，Dikstra の｢GO TO 命令は有害である｣と言う有名な記事[20]を出

発点にして，GO TO レスの構造化チャートや言語仕様が開発された．構造化チャートは，構造化
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プログラミングの 3 基本要素(連接，分岐，反復)を木構造図で表現した記法である．PAD 法[21]，

HCP 法，SPD 法，YAC 法，Nassi & Shnederman の NS 法がある[5]． 

 オブジェクト指向技法には，オブジェクト指向分析(OOA)，オブジェクト指向設計(OOD)，オ

ブジェクト指向プログラミング(OOP)がある．オブジェクトとは，現実世界のデータを抽出して，

属性と操作をカプセルにしたものである．データの抽象化(data abstraction)とも呼ばれている． 

 オブジェクト指向分析/設計技法は，複数のグラフ図を用いてオブジェクトの構造，属性，処理

などを表現する．Cord & Yourdon 法[22]，Shlaer & Mellor 法[23]，Booch 法[24]，OMT 法[25]

がある．この中から OMT 法，Booch 法に OOSE/Objectory 法[26]を統合してモデル表記法を標

準化したのがUML(Unified Modeling Language)[27][28]である．UMLは 1997年にOMT(Object 

Management Group)で標準化されている．2006 年にはバージョン 2.0 がリリースされている． 

 基幹情報システム開発は，開発期間が長く，参加者が多いのが特徴である．本番運用後に備え

て品質と保守性の高い情報システムの構築が要求される．開発では，発注者と開発ベンダでプロ

ジェクト体制を組むが，多様な関与者が参加する．発注者側では，プロジェクトオーナー，情報

システム開発部門の技術者，エンドユーザが参加する．開発ベンダ側では，プロジェクト管理者，

業務ソフトウェア開発者，業務運用設計者，テスト担当者，共通技術開発者，インフラ担当者な

どが参加する．また業務ソフトウェア開発は，複数の外部協力会社が参加することが多く，階層

的な下請け構造になっている場合もある．近年，中国やインドなどへの国際調達が増えている． 

 このような背景で，開発方法論は，適用の容易性があること，参加者のコミュニケーションが

図れること，客観的な成果の評価が出来ること，開発手法を統一して生産性と信頼性を確保する

ことが要求される． 

統合開発支援ツールは，開発方法論と一体になりソフトウェア開発プロセス全体を支援するツ

ールである．以下に特徴を示す． 

・標準開発方法論(標準開発プロセス，標準開発技法)のサポート 

・ソフトウェア開発ライフサイクル全般のサポートとデータ一貫管理 

・ソフトウェア部品再利用技術によるプログラム自動生成 

開発プロセスのサポートとは，標準開発手順のメニュー表示と開発作業をナビゲーションする

ことである．開発技法の記法に従って編集と生成，実行を対話処理で行い，標準フォーマットの

形式で各種ドキュメントを自動生成する．編集作業などで作成した仕様データは，次作業の入力

情報として引き継がれていく． 

 データは，データ辞書やリポジトリで一元管理される．データ辞書は，データ項目に関する名
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称，属性，関連，操作が格納されている．リポジトリには，プログラム，設計仕様，レコードや

データベースの定義情報，画面/帳票定義情報などが格納されている．リポジトリは，｢基幹情報

システムの情報も企業においても価値のある資源である｣という情報資源管理の考えから登場し

た情報資源倉庫である． 

 設計支援機能は，データモデルや業務仕様モデルの編集を支援する機能である．データモデル

では Chen の E-R(Entity-Relationship)モデル[55]，プロセスモデルでは DFD モデル，オブジェ

クト指向モデルでは UML をサポートしたものが多い．プログラムの自動生成機能は，ソフトウ

ェア部品を再利用してプログラムを生成する方式と仕様書やチャート図の編集処理から自動生成

するビジュアルプログラミング方式がある．ソフトウェア部品再利用方式は，標準パターン(スケ

ルトン，フレームワーク)と機能部品から半完成部品を生成して固有部分を追加作成する方式であ

る．ビジュアルプログラミング方式はアクション図や木構造チャートなどからプログラムを自動

生成する方式である．テスト支援は，テストデータやスタブの生成，ソースコードを表示した対

話型テスト支援，テストカバレージの測定などの機能がある． 

 統合開発支援ツールが，開発プロセスの一貫支援とデータの一貫管理を実現するには統合プラ

ットフォームが必要になる．統合プラットフォームのリファレンスとして PCTE(Portable 

Common Tool Environment)[56]のトースタモデルがある．支援ツールの搭載と制御はタスク管

理サービスが行い，データはリポジトリで管理して，データ統合サービスが支援ツールにデータ

を渡す．これらをあわせてオブジェクト管理と呼ぶ． 

 本章では，ソフトウェア開発プロセスモデルと開発技法を標準化した開発方法論HIPACE 

(Hitachi High-pace)と統合開発支援ツールEAGLE(Effective Approach to Achieving High Level 

Software Productivity)を提案する．また，統合開発支援ツールの効果を分析する． 

開発方法論では，ソフトウェア開発プロセスの作業をWBSで定義して，プロジェクトの特性に

合わせて選択できるようにする．名称，設計フォーマット，開発作業内容を統一する．プロジェ

クト参加者の担当作業と責任範囲を明確にする．開発プロセスをフェーズと呼ぶ単位に分け，開

始と終了をコントロールするフェーズドアプローチ手法を提案する． 

 開発技法として，データ項目の分析後にソフトウェアの構造を設計するデータ中心型アプロー

チ DOA を提案する．データ項目の名称，意味や属性を標準化データ辞書に登録する．正規化し

たデータ構造はデータベース設計に反映する．データ項目は，名称，意味，属性に加えて，操作

をカプセル化してデータ処理部品にする．この考え方はオブジェクト指向の考え方に似ている． 

業務仕様の分析と設計には，構造化設計技法を用いる．構造化設計技法は，DFD による業務仕
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様の記述に加えて日本語の表記を制限した構造化日本語を提案する． 

 統合開発支援ツールは，1981 年から現在までの 26 年間にわたり基幹情報システムを対象にソ

フトウェア部品再利用技術を中心にしたソフトウェア自動生成機能を拡張してきた．プログラム

開発の生産性向上にソフトウェアの再利用は有効な戦略である[57]．本研究では，統合開発支援

ツールの機能拡張を 1980 年代から 2000 年代までの 30 年を３フェーズに区切り，データ辞書を

中心にしたデータ処理部品の拡充を述べる．また，それぞれのフェーズの実績データを示してソ

フトウェアの生産性を分析する．生産性指標として，ソフトウェア部品によるプログラム生成率，

部品利用による品質，プログラマの習熟曲線の分析結果を述べる．習熟曲線は，大規模プロジェ

クト開発における開発組織の生産力確保に重要な指標であり，統合開発支援ツールの教育・訓練

と反復作業の重要性を示している． 

 以降，2.2 節で基幹情報システム開発方法論 HIPACE を述べ，2.3 節で統合開発支援ツール

EAGLE を述べ，その評価を 2.4 節で述べる． 
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2.2  基幹情報システム開発方法論 HIPACE 

 開発方法論 HIPACE は，1980 年に第 1 版(V1)が開発され，1990 年代に V2，2000 年代に V3

に拡充している．開発方法論は，主な IT ベンダでも開発されてきた．方法論のさきがけとしては

J.Martin の IE(Information Engineering)がある．企業の情報戦略，ビジネスエリア分析など上

流工程を重視しているのが特長である[58]．国産主要 IT ベンダは，STEPS/SDUP(NEC)，

SDEM(富士通)，ADSG(日本 IBM )，TERASOLUNA(ＮＴＴデータ)を開発している． 

開発方法論 V1 を開発した背景には，1970 年代後半に急激に増大したソフトウェア開発規模と

ソフトウェア工学の研究成果の実用化がある． 

B.Boehm は 1973 年に｢1970 年代にはソフトウェアコストがハードウェアコストを上回り，

1980 年代には大部分がソフトウェアコストになる｣という予測をした[59]．この予測を立証する

ように企業における情報システムの規模は 1970 年代後半から増大し，ソフトウェア開発の生産

性向上が課題となった．図 2.1 は，主要企業における情報システムの規模の拡大例である[60]．い

ずれも日本を代表する企業の例であるが，1970 年代後半から規模が増大しており，市場からソフ

トウェア生産技術の提供が IT ベンダに強く求められるようになった． 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1 企業における情報システム拡大の例 
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2.2.1  開発方法論 V1 の開発と拡充 

  開発方法論 V1 は，フェーズドアプローチ，データ中心型アプローチ(DOA)を特徴にしている． 

フェーズドアプローチとは，作業の手戻りを防止する目的でプロセスを｢フェーズ｣と呼ぶ単位

分解して，それぞれ作業の前後にイニシエーション(計画)とターミネーション(レビューと承認)を

反復する方法である．イニシエーションは，計画重視のアプローチで，作業の漏れと無駄を排除

する効果がある．ターミネーションは，作業の完成度や品質を評価して手戻りを防止する効果が

ある．フェーズは，さらに｢ステップ｣｢作業｣に分解される．開発作業は WBS で詳細化していく．

成果物対応に必要な作業を詳細化して階層構造として体系化する．ソフトウェア開発で必要な

WBS を標準テンプレートとして揃えておき，プロジェクトの特性に合わせて選択できるようにし

ている．図 2.2 に開発方法論 V1 の作業構造を示す． 

 

プロジェクト 
イニシエーション 

フェーズフェーズフェーズ 

プロジェクト 
ターミネーション 

 フェーズイニシエーション

 ステップ 

 ステップ 

 ステップ 

 フェーズターミネーション

ステップイニシエーション 

作業 

作業 

ステップターミネーション 

図 2.2 開発方法論 V1 の作業構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 データ中心型アプローチ DOA とは，データを基幹情報システムの重要な資産であると考え，

共有資源として扱う開発技法である．DOA は｢企業活動で用いているデータは基本的に安定して

おり，データを中心にした設計により保守性の高い情報システムが開発できる｣という概念がベー

スになっている．データは，プログラムや DB などの情報資産と比較して安定した情報資産であ

り，その中に業務規則(業務ルール)が格納されている． 
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（１）開発方法論 V1  

 開発方法論 V1 は，標準プロセスとして標準開発手順 SPDS(Standard Procedure to Develop 

System)とプロジェクト管理手順がある．開発技法は，構造化技法(分析 SA，設計 SD，プログラ

ミング SP)とデータ分析技法が中心である．また，日本語の仕様記述を標準化する構造化日本語

を開発した． 

 標準開発手順は，ウオータフォールプロセスモデルによるソフトウェア開発標準プロセスであ

る．ソフトウェアライフサイクルコストの低減，エンドユーザ参加型開発の実現，プロジェクト

管理の効率化，DOA による情報資源管理の実現を目標にしている．開発作業は，「フェーズ」の

単位に分割され，開発プロセスの上流から「システム分析」「システム計画」「システム設計」「プ

ログラム設計」｢プログラム作成｣「テスト」「移行」「運用・評価」の 8 フェーズがある．図 2.4

に標準開発手順を示す．フェーズは，更に「ステップ」にブレークダウンされる．図 2.4 では，｢シ

ステム分析｣フェーズは A0 から A4 まで 5 ステップから構成されているのを示している．標準手

順マニュアルには，作業の内容，書き方，入力情報とワークシートが書かれている．標準手順は，

上流工程を重視したプロセスになっており，エンドユーザなどプロジェクト関与者の役割と責任

範囲を明確にしている． 

構造化分析技法は，Gane/Sarson の DFD 記法を採用した．図 2.3 に DFD の記述例を示す． 

DFD により以下の効果が期待できる． 

・業務仕様を図形表現できるので容易に記述できる． 

・エンドユーザとエンジニアのコミュニケーションの円滑化が実現できる． 

・トップダウンによる階層構造で分析するので，全体仕様と詳細仕様が把握できる． 

・｢もの｣(データやファイル)と｢できごと｣(処理)を区分したモデル表現ができる． 

1.3.1 1.3.2 

1.3.31.3.4 
受領報告 

収納 

台帳更新 

検収 

F1  在庫台帳 

A01 部品管理 1.3 受領業務 

取引 
業者 

購買課 

納品書 

図 2.3 DFD の記述例 
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・システム化範囲の策定（業務仕様の作成） 

・情報システム開発計画の作成（効果とコストの算出） 

 

・業務処理仕様の設計 

・コンピュータ処理仕様の設計（オンライン処理設計など） 

・ファイル設計/入力設計/出力設計/コード設計 

・データベース設計/ネットワーク設計 

 

・モジュール設計 

・業務処理運用設計，機械処理運用設計 

 

・プログラム作成，机上チェック 

・単体テスト 

 

・組合せ/総合/運用テスト 

・教育計画の作成と実施 

 

・現行情報システムの移行 

・システム外部環境との整合性テスト 

 

・情報システムの保守/変更管理 

システム分析 

システム設計 

プログラム作成 

テスト 

運用･保守

プロジェクト管理

システム計画 

プログラム設計 

移行 

図 2.4 開発方法論 V1 の標準手順 

 ス A0 フェーズイニシエーション 

 テ A1 現行システムの調査/分析 

 ッ A2 ニーズ分析 

 プ A3 新システム構想策定 

  A4 フェーズターミネーション 
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 構造化分析技法は，DFD による業務仕様の図形記述に加えて文章による補足説明書がある．日

本語の記述技法として，曖昧な表現の防止と段落付けによる論理構造の明確化を図る目的で構造

化日本語を開発した．構造化日本語は，｢曖昧さのない記述｣｢段落付けによる文章の構造化｣を基

本的な考え方にしている．曖昧さのない記述では，記述してよい文章の構造を｢連続｣｢選択｣｢繰返

し｣の３構造に制限し，記述してよい言葉を決めた．記述してよい言葉とは，指示内容の明確な他

動詞，データ分析で名称が標準化された名詞，定められた修飾語，接続詞である．例えば，記述

禁止の曖昧な表現は，動詞では｢処理する｣｢修正する｣，修飾語では｢大部分を～｣｢大半を~｣｢速い

ときは｣などである． 

図 2.5 に構造化日本語の記述例を示す．従来の記述では，｢支払報告書を作成する｣の次に何をす

るのか曖昧である．また残高が 1000 万円以下なら何をすればいいのか，どの条件の場合に｢残高

を定期預金合計に加える｣のかが不明確である．構造化日本語の記述では，これらの曖昧性が解消

されている． 

 従来の記述 構造化日本語の記述 

顧客定期預金レコードを取り出す． 
もし支払期限が満期なら 
支払報告書を作成する． 
そうでなければ 
残高が 1000 万円以上なら 
大口定期預金顧客リストを作成する．

残高を定期預金合計に加える． 

1.顧客定期預金レコードを取り出す． 
2.支払期限は満期か． 

2.1 満期の場合，支払報告書を作成する． 
2.2 満期でない場合，残高が 1000 万円以上か．

2.2.1 1000 万円以上なら大口定期預金顧客

リストを作成する． 
  2.2.2 1000 万円以下の場合，次の処理へ．

2.3.残高を定期預金合計に加える． 

図 2.5 構造化日本語の記述例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）開発方法論の拡充 

 開発方法論は，1980 年に V1 が開発された以降も新しい開発プロセスや生産技術の発展と共に

継続して改良してきた．開発方法論の拡充を表 2.1 に示す． 

V2 では，ソフトウェア開発プロセスの国際規格 SLCP-JCF94 及び SLCP－JCF98 に対応して

作業項目・用語を見直して標準手順基本作業フレームワークを設定した．この他に，｢ステップ｣

の作業を，開発を担当する技術者の種類に対応させて３つのカテゴリに開発作業を分類した． 
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・ビジネス：利用者の業務要求から，システム化した業務運用方法を決定し，稼動させる作業 

      （アプリケーションエンジニア及び利用者） 

・情報システム：稼働環境を構築し，稼働後のシステム運用を決定する作業 

      （テクニカルエンジニア，アプリケーションエンジニア） 

・アプリケーションプログラム：業務処理ソフトウェアの開発 

      （プロダクションエンジニア） 

 

V3 では，プロジェクトの関与者を顧客・ソリューションベンダ・ソフトウェアベンダに分けて，

V2 で設定したカテゴリ別に並行作業が出来る標準手順を開発した．｢ビジネス｣｢情報システム｣

｢アプリケーションプログラム｣のステップ作業を並行で開発するが，アプリケーション設計の結

果をシステム基盤の設計や業務詳細設計にフィードバック出来るように，開発プロセスのモデル

を W 字プロセスモデルにしている．V3 の標準手順を図 2.6 に示す．V3 では，テストフェーズを

拡充している．テストフェーズにおける責任範囲(顧客とベンダ)，テスト環境(開発環境と顧客環

境)，顧客との契約方式(請負契約と準委任契約)を明記している．テスト環境の顧客環境とは，顧

客から提供される本番に準ずるテスト環境で，本番環境の場合もある．通常，連動テストまでは

ベンダ主体で開発環境を使ってテストするが，システムテストからは，顧客主体の作業で顧客の

テスト環境でテストする．ベンダは顧客作業を支援する． 

 

表 2.1 開発方法論の拡充 

フェーズ V1 V2 V3 
年代 1980 年代 1990 年代 2000 年代 

 
ソフトウェア 
開発プロセス 

 

フェーズドアプローチ 
WBS による体系化 
データ中心型 
アプローチ(DOA) 

スパイラルアプローチ 
共通フレームワーク 
(SLCP-JCF94/98 対応) 
 

W 字モデル 

 
開発技法 

構造化技法 
データ分析技法 
部品開発/利用技法 

オブジェクト指向技法 
リポジトリ利用技法 
リエンジニアリング技法

コンポーネント指向

技法 
UML 
FP 見積技法 
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システム化の目的を明確にし，目的を実現するシステム要件を定義する．この

企画フェーズは発注者(顧客)の作業であり，そこで定義した要件からＲＦＰ

(提案依頼書)が作成され，ベンダ側に提示される．ベンダの提案を検討して開

発ベンダを決定する． 

企画 

基本設計 

詳細設計・製造 

テスト 

図 2.6 V3 の標準手順 

顧客が定義した要件をシステムの外部仕様に変換する． 

・業務設計：業務の詳細手順とデータモデルを検討して業務機能を洗出す．

・アプリケーション方式設計：アプリケーションの実装方式を検討して，

各機能を実現するモジュールの外部設計をする． 

・システム方式設計：非機能要件からシステム基盤の実現方式を検討して，

システム構成の見積と評価を実施する． 

基本設計で定義した外部仕様に対して，内部仕様を定義し，プログラムの 

開発・環境構築を実施する． 

・業務詳細設計：業務の運用方法(運用スケジュール･組織変更･啓蒙活動等) 

と，業務の移行方法(移行スケジュール，移行手順等)に関する詳細を詰 

める． 

・システム詳細設計：システム運用・移行の設計，システム構成の精査， 

設備の配置，ハード・基盤ソフトウェアのパラメータを設計する． 

・モジュールの内部設計，コーディング，単体テストの実施． 

実装が設計どおり動作することを確認する． 

機能要件の設計に関するテストを組合せテストで，非機能要件の設計に関す 

るテストをシステムテストで実施し，総合テストで全体のテストを実施する． 

・ソフトウェアテスト：全アプリケーションを連動した機能テスト，および 

テスト環境で可能な範囲の非機能要件に関するテストを実施する． 

・システムテスト：顧客環境における非機能要件(性能･信頼性･セキュリティ 

・運用手順・外部接続)を確認する． 

・総合テスト：通常時と障害時の全業務の確認を実施する． 

・受入テスト：ベンダ成果物に対する顧客受入れテスト． 

・運用テスト：実際の業務運用に則したテスト． 
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2.2.2 データ中心型アプローチ DOA 

 データ中心型アプローチとは，データ項目を共有資源として扱う開発技法である．データ項目

とは，｢社員番号｣｢給与｣｢氏名｣など業務や基幹情報システムで使われているデータで，画面，帳

票，ファイルやレコードを構成する最小の単位である．データ項目は，設計情報の中では一意に

決まり，しかも安定しているので，はじめに共有資源として管理してシステム開発をすれば安定

した基幹系情報システムが建設できる． 

DOAの目的は，企業/組織におけるデータの共有化と 

DA1 現行業務データ調査 

DA2 ドメイン分析 

DA3 業務データモデリング 

DA4 制約分析 

DA5 標準データ項目定義 

DA6 データ辞書登録 

図 2.7 データ分析の手順 

ソフトウェアの重複排除である． 

データの共有化とは，データを共有資源として共通の 

名前で企業/組織全体で共有し，活用することである． 

ソフトウェアの重複排除とは，データが固有の処理 

を持つという特性に着目して，データとデータ固有の 

処理をカプセル化して，共通プログラムやデータ処理 

部品にすることでプログラムの重複を排除することで 

ある．同じデータを処理するプログラムが複数存在す 

ると，保守作業を増大させ，品質悪化の要因にもなる．  

 データ分析の手順を図2.7に示す． 

 

（１）DA1 現行業務データ調査 

現行業務/現行情報システムの帳票，画面，DB，ファイルのデータ項目を抽出して，名称，形式，

意味を調査する．抽出したデータ項目の名称を統一する．永年の企業活動の間に，｢異名同値｣で

ある通称，略称などが存在する場合が多い．また反対に同じ名称だが部門で意味の異なる｢同名異

値｣の名称がある場合もある．名称を統一して意味も統一する． 

 

（２）DA2 ドメイン分析 

 データの表現方式に着目して，意味の持つ制約条件を持つ値の集合(標準定義域)をデータ分析

ではドメインと呼んでいる．ドメインは，データ項目間の共通の制約条件を持ち，プロジェクト

開発の関与者が共通認識できるものである．例えば，｢郵便番号｣｢電話番号｣などはドメインにな

る．ドメイン分析の目的は，共通の制約条件の部品化によるソフトウェア開発と保守の効率化で

ある．ドメイン分析では，名称，カテゴリ，制約条件を洗い出す． 
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ドメインの例を，以下に示す． 

・ドメイン名称： 出荷数量  

・カテゴリ  ： 数字２桁 

・値制約   ： ０～５０ 

 カテゴリは，業務カテゴリと共通の基本カテゴリがある．基本カテゴリを表2.2に示す． 

 

 表 2.2 基本カテゴリ 

No カテゴリ 説明文 

1 識別 

コード 

管理対象を識別するための文字列(値)であり，必ず個々の値の指し示す対象が

決められている． 

2 識別番号 個々の値と管理対象の対応があらかじめ決められていない．おもに時々刻々発

生する出来事を識別するために使用する． 

3 区分 コードの一種であるが，ある基準による物事の分類を明らかにする目的を持つ．

4 フラグ ある特定の条件を満たすか否かを示す． 

5 日付 ある特定の時点の年月日を表わす． 

6 時刻 ある特定の時点の時刻を表わす． 

7 期間 ある特定の時点から次の時点までの期間を表わす． 

8 時間 ある特定の時点から次の時点までの時間を表わす． 

9 金額 円，ドルなどの通貨の額． 

10 数量 個数，重量などを表わす数値． 

11 名称 物事の名称を表わす名詞または短い句． 

12 記述 名称より長い文字列であり，句あるいは文に相当する． 

13 その他 上記以外のその他の項目． 

 

 

（３）DA3 業務データモデリング 

業務データモデリングでは，リレーションの正規化とエンティティを定義してデータモデルを

作成する．帳票や画面などのデータからエンティティ(実体)を抽出する．エンティティとは，デ

ータが属する集合体である．エンティティをデータ項目の組合せに分解し正規化して第３正規形

のリレーションにする．正規化したリレーションから，業務データモデルを作成する．併せてリ

レーションを統合し，エンティティを定義してデータモデル図を作成する． 
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（４）DA4 制約分析 

 データの制約は，データ項目に固有のデータ制約(固有制約)とデータ項目関連のデータ制約（関

連制約）がある．固有制約は，データの属性や，ドメインを規定する形式制約，データの取り得

る値を規定する値制約，導出元データから値を決定される導出制約がある．導出制約は，例えば｢給

与｣では，｢給与＝基本給＋残業単価×残業時間｣となり，業務ルールを意味している．関連制約は，

複数のデータ項目の値により規定される制約で，例えば「顧客レベルがAクラスの顧客は，100万

円までクレジットが利用できる」といった制約である． 

 制約分析では，ライフサイクル(LCP：Life Cycle Process)も抽出する．LCPはデータの発生か

ら更新，消滅までのイベントである．｢社員番号｣の例では，｢入社｣で発生し，｢退社｣｢退職｣で消

滅する．通常は｢社員番号｣の更新は，ありえないが，会社の合併などにより｢社員番号｣の更新が

あるかもしれない． 

 

（５）DA5 標準データ項目定義 

 ドメイン，エンティティから標準データ項目を定義する．データ項目は，｢実体名｣-｢属性名｣-｢ド

メイン名｣の構造で名称をつける．例えば，社員誕生日は｢社員｣-｢誕生｣-｢日付｣の名称になり，こ

れをデータ項目辞書に登録する． 

 データ項目は，属性(名称，長さ，タイプなど)，制約(形式制約，値制約，導出制約など)，LCP(生

成，更新，消滅)によりにカプセル化される．カプセル化した標準データ項目は統合開発支援ツー

ルのデータ辞書に登録する． 

 

 データ中心型アプローチの目的は，システム保守に柔軟に対応できる安定した基幹情報システ

ムの構築とデータ処理部品によるソフトウェアの重複排除である．データ処理部品の開発につい

ては次節で述べる． 
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2.3  統合開発支援ツール EAGLE 

統合開発支援ツールは，ソフトウェア開発プロセス全体を支援するツールである．標準開発プ

ロセスに対応した支援機能がある．またデータ分析で標準化したデータ処理部品によりプログラ

ムを自動生成する[61]． 

 統合開発支援ツールは，1980 年代に開発され，開発対象や開発環境を変えながら，機能追加を

図り 2000 年代まで拡充してきた．1980 年代に開発した初期の統合開発支援ツールを EAGLE1， 

1990 年代のツールを EAGLE2，2000 年代のツールを EAGLE3 と呼び，それぞれの機能を述べ

る．表 2.3 は統合開発支援ツールの推移である．開発対象は，EAGLE1 ではホストコンピュータ

の基幹情報システムであったが，EAGLE2 では C/S(クライアントサーバシステム)が追加され，

EAGLE3 では Web システムになっている．EAGLE3 では，アプリケーションアーキテクチャー

を，画面処理(P：Presentation)層，ビジネスロジック(F：Function)層，データベースアクセス(D：

DataAccess)層の 3 層にした実装モデルの開発支援をサポートしている．３層モデルにより，ス

ケーラビリティと可用性(Availability)を確保できる． 

EAGLE3 開発環境は，EAGLE1，EAGLE2 ではホストコンピュータによる集中開発環境であ

ったが EAGLE3 では Web システムによる分散開発環境に移っている．なお，1990 年代の終わり

には WS(ワークステーション)の図形処理機能による設計支援機能を開発している． 

 

 

表 2.3 統合開発支援ツールの推移 

項目 EAGLE1 EAGLE２ EAGLE３ 

時期 1980 年代 1990 年代 2000 年代 

開発環境 ホストコンピュータ ホストコンピュータ 

＋WS(ﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝ) 

PC 

開発対象モデル 1 層モデル 1 層/2 層モデル 1 層/2 層/3 層モデル 

開発言語 COBOL，PL/I COBOL，C，VB，PB COBOL，Java，C，C++，VB，

.Net(C#，VB，COBOL) 

 

開発対象 

ｵﾝﾗｲﾝｼｽﾃﾑ，ﾊﾞｯﾁｼｽﾃﾑ ｵﾝﾗｲﾝｼｽﾃﾑ，ﾊﾞｯﾁｼｽﾃﾑ，

C/S(ｸﾗｲｱﾝﾄｻｰﾊﾞｼｽﾃﾑ) 

ｵﾝﾗｲﾝｼｽﾃﾑ，ﾊﾞｯﾁｼｽﾃﾑ， 

C/S(ｸﾗｲｱﾝﾄｻｰﾊﾞｼｽﾃﾑ)， 

Web ｼｽﾃﾑ 
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2.3.1  ソフトウェアライフサイクル一貫支援サポート 

統合開発支援ツール EAGLE は，分析からテストまでの工程を支援している．表 2.4 に EAGLE 

の機能エンハンスを示す．EAGLE2 と EAGLE3 の機能は，それぞれ新たに追加された機能のみ

を示している． 

 

表 2.4 統合開発支援ツールの機能  

機能 EAGLE1 EAGLE２ EAGLE３ 

データ分析 データ辞書 

・名称，属性 

データ辞書 

・制約 

業務ルール辞書 

詳細設計支援 ・ファイル/レコード

・画面 

・帳票 

・画面遷移 

・データフロー 

・システムフロー 

・ＤＢスキーマ 

・コード 

 

・データモデル 

・オブジェクト指向 

分析/設計 

・エンドユーザ向け 

帳票作成 

プログラム設計支援 プログラム定義   

プログラム作成支援 （次項で説明する） 

単体テスト支援 ・テストコマンド生成

・ソーステスタ 

・テストケース生成 

・構造図(PAD)テスタ 

・テストデータ生成 

 

 

（１）データ分析 

基幹系情報システムで使うデータ項目をデータ辞書に登録する．データの要素や相互関係を分

析し，その名称，構造，意味などをデータ辞書に登録する．EAGLE2 ではデータ名称，属性に加

えて制約の登録を実現した．制約とは，表現形式や正当性の判断条件，導出ルール，値の制限な

どである．この定義情報がデータ処理部品としてプログラム自動生成で使われる． 

 

（２）詳細設計支援 

DB，画面，帳票，ファイル/レコードの設計を支援する．定義情報は統合開発支援ツールのリ

ポジトリで管理する．EAGLE2 では，データフローやシステムフローの設計支援機能をサポート

している．データフローからシステムフローを生成する機能がある[62]．EAGLE3 では，DB 情

報のアクセス条件から DB アクセス部品(D 層プログラム)を自動生成する機能がある． 

 

（３）プログラム設計/作成支援 

プログラム設計では，プログラム構造とプログラム間インタフェースを決める．設計はできる

だけ多くの再利用可能なソフトウェア部品を利用する． 
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統合開発支援ツールはプログラマが定義したプログラム仕様から，スケルトン，入出力部品，

データ処理部品を使ってプログラムを生成する．プログラマは，プログラム固有の処理部分を追

加コーディングしてプログラムを完成させる．追加コーディングは，木構造のチャートによる構

造図エディタを利用する．構造図エディタは，ソースから構造図表示の逆変換もできる． 

 

（４）単体テスト支援 

統合開発支援ツールはソースコードを分析してテストツールが必要なテストコマンドを生成す

る．例えば，ファイル I/O シミュレーション，ブレイクポイントセット，演算結果の表示などで

ある．プログラマは生成したテストコマンドに従って会話処理でテストデータを入力して単体テ

ストを実行する．EAGLE2 では，テストケース生成機能を実現した．プログラマは，標準スケル

トンに対応した標準テストケーススケルトンにテストケースを追加して完成させる．テストの網

羅性を評価するテストカバレージ(C0/C1 メジャー)自動取得機能がある． 

 

 

2.3.2  ソフトウェア部品再利用技術によるプログラム自動生成 

 ソフトウェア部品再利用技術の目的は，既存のソフトウェアを再利用してプログラム開発量を

抑制することである[63]． 

  ソフトウェア部品は，スケルトンと処理部品に分けられる．スケルトンとは，プログラムの制

御構造を形態別に分類･整理してパターン化したものである．処理部品は，共通機能を部品化した

機能部品とデータの制約条件から作成したデータ処理部品がある．機能部品は，情報システム一

般の汎用部品(年齢計算など)と業務固有の業務部品(勤務時間計算など)に分けられる．ファイルや

DB のアクセス処理やオンラインシステムのトランザクション制御を共通化した入出力部品も機

能部品になる．図 2.8 にソースプログラム生成の流れを示す．ソフトウェア部品の開発では，

EAGLE1 では標準スケルトンと機能部品を開発した．EAGLE2 では，データ項目辞書からのデ

ータ処理部品を実現した．EAGLE3 では，業務ルール部品のサポートと 3 層モデルのプログラム

を生成する機能を実現した．表 2.5 にソフトウェア部品再利用技術の推移を示す． 
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汎用部品 

基本処理 

電話番号チェック

日付チェック 

SQL 

ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ制御

追加ｺｰﾃﾞｨﾝｸﾞ 

ソースプログラム 
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図 2.8 ソースプログラム生成の流れ 
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表 2.5 ソフトウェア部品再利用技術の推移 

項目 EAGLE1 EAGLE２ EAGLE３ 
プログラム 

自動生成 

スケルトンと機能部品 

の自動取込 

データ処理部品自動取込 業務ルール部品自動取込 

DB 設計仕様から DB アクセ

スプログラムの生成 

標準部品ライ 

ブラリ 

標準スケルトン 

(バッチ/オンライン) 

汎用部品 

標準スケルトン(C/S 用) 

標準データ処理部品 

標準業務ルール部品 

テストケース なし 標準テストケース ― 

 

（１）標準スケルトンの開発 

 EAGLE1 では，標準スケルトンの開発にあたり，プログラム構造をデータ構造の見地から体系

化した．データ構造を，ファイル，レコード，データ項目の 3 レベルに分けて，それぞれの制御

と処理を調査した．その結果，プログラムの構造を決める要因として，入出力ファイルの数とア

クセス方式，レコードの処理条件が大きいことが分かった．その結果を反映してバッチプログラ

ムでは 22 個の標準スケルトンを開発した[64]． 

ファイル変換･編集では｢レコードの抽出｣｢照合｣など 8 種類，ファイル更新では，マスタファイ

ル数，アクセス方式別に 9 種類，帳票作成ではブレークキー数別に 5 種類である．オンラインプ

ログラムの標準スケルトンは 9 種類である．スケルトンは完全なソースコードではない．プログ

ラマはスケルトンに追加コードを挿入する．例えば，ファイル更新スケルトンは，ファイルオー

プンコード，レコード検索コード，レコード更新コードやファイルクローズコードが含まれてい

る．このプログラムは大部分のファイル更新プログラムで適用が可能な構造になっている．プロ

グラマはプログラムを完成させるためにスケルトンにレコード検索や更新のコードを挿入する．

これらのスケルトンは最大 500-1000 行の長さである． 

表 2.6 に標準スケルトンの数を示す．EAGLE2 では画面遷移プロセスなどオンラインプログラ

ムのスケルトンをサポートした． 

表 2.6 標準スケルトン 

タイプ スケルトンの数 標準スケルトンの例 
EAGLE1 22 
EAGLE2 31 

ファイル処理(変換，更新，併合) 
帳票作成 バッチ 

プログラム 
EAGLE3 37 DB(検索，更新) 
EAGLE1 9 問合せ，データ入力，DB 更新 
EAGLE2 45 画面遷移，画面処理，帳票処理，テーブル処理，DB 処理 

オンライン 
プログラム 

EAGLE3 21 ３層モデルスケルトン 
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 標準スケルトンは，プログラムの制御構造を標準化しているので，プログラマの能力に依存し

ない均質のプログラムが完成する．ユーザ追加コーディング箇所を局所化しているので，不良作

り込みを防止できる．構造化プログラミングにより高い保守効率を実現している． 

 

（２）標準データ処理部品の開発 

 EAGLE1 では，日付計算，コード変換，エラー処理などの機能部品(235 個)を開発した．EAGLE2

では，データ項目のドメインを分析して，｢日付｣や｢金額｣などの共通のドメインに対する制約を

標準データ処理部品として作成した[65]．データ処理部品には，入力編集･変換・チェック･出力

編集などの処理がある．データ入力プログラムでは，データ処理部分の平均 40%がチェック処理

と入出力処理であり，これらの処理の部品化が生産性向上には非常に重要であると考えた． 

表 2.7 にデータ項目｢社員誕生年月日｣の例を示す． 

 

表 2.7 データ項目｢社員誕生年月日｣ 

データ名称 社員誕生年月日 
データタイプ 整数 
長さ ６ 属性 
別名 社員誕生日 
データチェック LX03：実在日チェック(西暦） 
入力編集 LX11：年月日変換(和暦→西暦) データ処理部品 
出力編集 LX21：年月日変換(西暦→和暦) 

 

ドメインは｢年月日｣になり，データ処理は数字チェック，範囲チェック，妥当性チェックや暦変

換（和暦⇔西暦）処理などがある．日本の企業では和暦を使用している企業が多く，入力データ

の和暦を，プログラム処理のために西暦に変換して，再度帳表などの出力で和暦に戻す例が多い．

入力編集部品 LX11 によるソースコード生成は以下のようになる． 

MOVE BIRTHDAY TO D06-I-YMDWA 

CALL `LX06' USING D06-TBL 

MOVE D06-YMD TO BIRTHDAY 

更に，企業固有の制約条件がある場合は，必要なデータ処理部品を追加する．社員の年齢制限

がある場合は，年齢計算と年齢制限チェック(例：社員は 65 歳以下)の部品を追加する．標準デー

タ処理部品として，｢名前｣｢時間｣｢日付｣｢金額｣など 235 種類の部品を整備した．表 2.8 に日付チ

ェック部品と編集部品の例を示す． 
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表 2.8 日付チェック部品と編集部品 

日付チェック部品  日付編集部品 
実在日チェック（西暦）  年月日変換（西暦→和暦） 
実在日チェック（和暦）  年月日変換（和暦→西暦） 
過去日チェック（西暦）  年月日算出（西暦年月日±日数） 
未来日チェック（西暦）  期間算出（西暦年月日間日数） 
年月日範囲内チェック（西暦）  月末日算出（西暦年月日） 
  通算週算出（年始～西暦年月日） 

 

 

（３）業務ルール部品のサポートと 3 層モデルのプログラムの生成 

 業務ルールを部品として業務ルール辞書に登録して再利用する．業務ルールは，例えば｢販売金

額の計算式｣｢顧客の電話番号の実在チェック｣である． 

 EAGLE3 では，３層モデルアーキテクチャのプログラム開発を支援している．３層モデルでは，

画面処理 P 層，ビジネスロジック F 層，データベースアクセス D 層に分けて開発する．データと

ビジネスロジックの集中管理により再利用が促進される．また，疎結合なので変更影響範囲が局

所化して保守性が高まる．図 2.9 は，データ分析で抽出した制約が，どの層に対応するかを示し

た図である．Ｄ層にある存在制約と参照制約は，データベースの追加･更新･削除に関連を持つエ

ンティティ間での整合性を保持するための制約である． 

 

 

 

図 2.9 3 層モデルのデータ処理部品 

Ｐ(プレゼンテーション)層

画面処理 
データ入出力処理 

データ制約 
・ 形式制約 
・ 値制約 

通信処理 
データ編集処理 

データ制約 
・ 導出制約 
・ 関連制約 

Ｄ(データベースアクセス)層

ＤＢ定義 
・スキーマ定義

データ制約 
・ 存在制約 
・ 参照制約 
・ 形式制約 
・ 値制約 

Ｆ(ファンクション)層

ＤＢＭＳ 

画面入出力データ形式， 
値，範囲のチェック，編集 

業務ロジック，計算，編集処理

データの形式，値チェック 
主キー，NOT NULL，データ追加，
更新，削除ルール 

ＤＢアクセス

データ処理部品 
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2.4 統合開発支援ツールの評価 

 統合開発支援ツール EAGLE1，EAGLE2，EAGLE3 の各フェーズの実績データでソフトウェ

アの生産性と品質を分析する．ソフトウェア部品によるプログラム生成率，テストでの不良率，

プログラマの習熟曲線の分析結果を述べる． 

 

2.4.1 生産性評価 

 ソフトウェア開発の生産性とプログラム生成率は連動している．各フェーズにおける代表的な

５プロジェクトを抽出して統合開発支援ツールの機能拡張と自動生成率の関連性を分析した．プ

ロジェクトの概要を表 2.9 に示す． 

 

表 2.9 プロジェクトの概要 

フェーズ プロジェクト 規模 開発言語 備考 

EAGLE１ A 小 COBOL  

EAGLE２ B 小 COBOL  

 C 大 COBOL，HTML 実行基盤：Linux 
EAGLE３ D 大 バッチ:COBOL， 

オンライン:Java，JSP
3 層モデルの開発 

 E 大 COBOL 3 層モデルの開発 

  

プログラムの自動生成の評価として生成率(%)を使う．生成率の定義を以下に示す． 

 

  
プログラム生成率＝ 

Lg 
Lt

 

      Lg：統合開発支援ツールが生成したプログラムの量(ステップ数) 

    Lt：プログラム全体の規模(コメントを含むステップ数) 

 

 データ処理部品の効果をプロジェクト A とプロジェクト B で評価する．開発規模は，それぞれ

43 本，44 本の小規模開発である．両プロジェクトとも公共向けシステムで，相互のプログラム

の流用はないが業務の類似性はある．次に EAGLE3 での生成率を評価する．プロジェクト C は

流通業向けシステム(プログラム 400 本)である．プロジェクト D とプロジェクト E は，3 層モデ

ルのアーキテクチャーで開発している．両プロジェクト共，公共向けの大規模開発(プログラム

2000 本以上)であるが，業務の類似性はない． 
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 プログラム生成率をバッチプログラムとオンラインプログラムに分けて評価した．3 層モデル

の開発では，3 層(P 層/F 層/D 層)別の生成率を計測した．表 2.10 にプログラム生成率の結果を示

す． 

表 2.10 プログラム生成率 

フェーズ EAGLE１ EAGLE２ EAGLE３ 
プロジェクト A B C D E 

 帳表作成 69% 98% 62% 
バッチ ファイル処理 78% 97% 74% 
 データチェック 50% 73% 77% 

 
86% 

 

 
72% 

 
オンライン 問合せ，更新 74% 77% 72% 
 データ入力 50% 72% 52% 

P 層： 0% 
F 層：44% 
D 層：:98% 

46% 
43% 
99% 

平均生成率 68% 81% 71% 
 

 プロジェクト A では平均生成率は 68%，プロジェクト B では平均生成率は 81%であった．こ

のことによりデータ項目辞書からのデータ処理部品のプログラム自動生成による効果が生成率で

13%向上したといえる．過去において，処理部品は作成したプログラムから再利用可能部分を抜

き出して作られた．設計者個人の視点で作成されたので品質や性能に課題があった．EAGLE 2

では，データ項目単位の処理を部品化してデータ項目辞書に格納した．データ処理部品は全ての

プロジェクトで再利用できる． 

 オンラインはバッチに比べて生成率が低い．これはバッチが 22 個のスケルトンのうちどれかを

改造なしで適用できるのに対して，オンラインは画面操作がプロジェクトで異なるのでプログラ

マの追加コーディングが入るためである． 

 EAGLE3 では，バッチプログラムの生成率が EAGLE2 に比べて低い傾向がある．これはバッ

チジョブの形態が変化していることによる．EAGLE2 までのバッチ処理はファイル処理が主体で，

例えばシーケンシャルファイルの更新処理では，トランザクションファイルの入力→データチェ

ック→ソート処理→マスタファイルのマッチング処理→エラー処理のようなジョブフローになり，

それぞれの処理のプログラムを作成していた．EAGLE3 では，従来のバッチ処理に加えて DB 処

理が増えてきている．ジョブフローの冗長性がなくなり大量データ処理の性能問題が改善する反

面，プログラム制御のパターン化は困難になる．このため DB 突合せチェックスケルトンと DB

フリースケルトンを開発した．DB フリースケルトンでは，D 層モジュールの呼び出しや，リラ

ン処理の制御はスケルトンで用意されているがプログラムの全体制御は設計者が記述する． 

 プロジェクト C は，実行基盤がオープンソフト(OS：Linux，Web ブラウザ：Mozilla)による
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Web システムの開発プロジェクトである．バッチプログラムの帳表作成とオンラインプログラム

のデータ入力の生成率が低い．プロジェクト D とプロジェクト E は，オンラインプログラムを 3

層モデルで作成した例である．P 層と F 層のプログラム生成が低い．Web システムでは P 層プロ

グラムは，画面ブラウザや画面遷移で多くの実現手段があり，P 層開発の標準化が課題である．

プロジェクト D では，顧客指定の画面仕様のためプロジェクト固有の雛形を作成してプログラム

を作成した．F 層プログラムの開発には，まだ業務ルール辞書の活用が不十分で今後の課題であ

る．P 層と F 層のプログラム生成が低いのに対して D 層プログラムは，ほぼ完成に近い生成率で

ある． 

EAGLE3 における 3 プロジェクトの平均生成率は 71%である．Jones は，ソースコードの理論

的再利用率は 75%と述べている[66]．この値と比較しても統合開発支援ツールの生産性は高い． 

 EAGLE によるプログラム生成率の報告がある．1 件は，SI ベンダによる地方自治体水道料金

システムの例で，EAGLE1 を利用した生成率は 51%である[67]．もう 1 件は，EAGLE2 を利用

した顧客による医薬品販売管理システムの開発例で，生成率は 73%である[68]． 

統合開発支援ツールの生産性をプログラム自動生成率で述べたが，ここでは他のアプローチと

の比較をする．COBOL や Java などの言語による開発に対して，古くは第 4 世代言語(4GL)や簡

易言語があり，最近では Web システム開発用スクリプト言語などがある． 

4GL とは，事務処理でよく使われる集計処理，照合処理などのプログラムコード群をマクロ化

した言語である[5]．これらは COBOL などの言語に対して記述量が数分の一になるので，２倍か

ら５倍の生産性があると言っているが，統合開発支援ツールでは表 2.10 で示したように 70％以

上の生成率を達成している．これは換算すると 4GL などの生産性に相当するレベルである．4GL

などは性能を要求される基幹系情報システムへの適用には限界がある．また，基幹系情報システ

ムは，長期間の稼動が期待されている．その間には企業戦略や業務拡張への対応や情報新技術へ

の対応などでシステム保守作業が継続する．この面においても 4GL などには限界がある． 

 

2.4.2 品質評価 

 テストは，単体テスト，組合せテスト，システムテストがある．単体テストはプログラマが，

プログラムがプログラム仕様を反映しているか検証する．組合せテストとシステムは設計者が，

機能要件及び非機能要件(性能，信頼性など)を満たしていることを検証する． 

対費用効果の面で後工程でのトラブルを抑えるために開発工程の初期段階で不良を発見するの

は重要である．この観点から，プログラム作成工程での十分な単体テストを強く進めている． 
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品質評価では，EAGLE2 でサポートした単体テスト用テストケース作成支援機能による品質を

分析した．テストケース生成機能の効果を 2 プロジェクトで比較した．2 プロジェクト共 EAGLE2

で開発したが，プロジェクト F は標準テストケースを使っていない．プログラマはテストケース

を手作業で作成している．プロジェクト G は EAGLE2 を利用して標準テストケースを生成して

いる．プログラマは半完成の標準テストケースにテストケースを追加して完成させる．両者とも

地方自治体向けシステムで，同じ開発グループで開発している．規模は同じく 10KS(KS＝

1,000Steps)である．表 2.11 に，2 プロジェクトの不良密度を示す．不良密度は開発工程で発見さ

れた不良数をプログラムサイズで割った値(件数/KS)である．ここでは単体テストと組合せテスト

での不良密度を述べる． 

 Ft 
Lt 不良密度＝ 

 

      Ft：不良件数 

Lt：プログラム全体の規模(コメントを含む KS(1,000Steps)) 

 

PCL(Program Check List)密度(件数/KS)は，プログラム規模１KS あたりのテストケース(PCL)

の割合である． 

表 2.11 不良密度 

フェーズ EAGLE2 
プロジェクト F G 
 PCL 密度 不良密度 PCL 密度 不良密度 
単体テスト 37 3.7 53 4.8 
組合せテスト 15 2.9 14 2.2 
合計 52 6.6 66 7.0 

  

プロジェクト G では単体テストでは不良が多いが，組合せテストでは不良が少ない．この結果

から，標準テストケースの効果として不良の検出が，組合せテストから単体テストにシフトした

といえる． 

 この仮説を前提に，組合せテストでの不良分析をする．不良を３タイプに分類する．タイプ１

は，単体テストで検出すべきレベルの不良である．例えば，入出力関連処理，ループ処理などで

ある．タイプ２は組合せテストで検出する不良である．プログラムインタフェースや業務仕様な

どの不良である．タイプ 3 はその他の不良である．図 2.10 に組合せテストのプロジェクト F，G

の不良分類を示す．
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プロジェクト F     1.54 件/KS         0.68 件/KS  0.68 件/KS 

(2.9 件/KS)           53%                23.5%       23.5% 

 

プロジェクト G     0.99 件/KS         0.66 件/KS   0.55 件/KS 

(2.2 件/KS)          45%                30%         25% 

図 2.10 組合せテストの不良分布

タイプ 1       タイプ 2   タイプ 3 

 

 

  

 

プロジェクト G はタイプ１の不良が少ない(F が 53％で G は 45%)．タイプ 2 の不良密度は同

じである(F：0.68 件/KS→G：0.66 件/KS)．プロジェクト G の結果から標準テストケースの効果

が立証されている．単体テストで不良を検出するには最適なテストケース数が重要である．

EAGLE では完全なソースコードを生成せず，プログラマが追加コーディングすると述べた．事

前に十分にテストされたコードを使って生成した部分よりも手作業で追加した部分の不良は多い． 

品質評価では，EAGLE2 の単体テスト用テストケース作成支援機能による効果を分析したが，

プログラム生成率と品質の関連を報告した例がある[61]．EAGLE1 を利用した生成率 68%のプロ

ジェクトと生成率 81%のプロジェクトを比較すると，生成率の高いプロジェクトの不良密度が，

単体テストで 13%，組合せテストで 27%，総合テストで 90%向上した例が報告されている．プロ

グラム自動生成の効果は，特に単体テストの不良密度に顕著に現れている．生成率 50％あたりを

変異点にして不良密度は急激に下がっている． 

 

2.4.3 習熟性評価 

 生産性と品質の向上には，統合開発支援ツールの機能拡充に加えて，開発者の教育も非常に重

要であり，EAGLE1 の完成と同時に教育コースを設置した．教育の効果を測定する目的で，

EAGLE1 と EAGLE2 の教育コースにおける受講者のプログラム作成時間を測定した． 

 

（１）習熟曲線と成長率 

 習熟曲線とは，あるプロダクトを繰り返し生産するとき，作業者の技能習熟効果により，その

プロダクトの単位生産工数が漸減する現象を表現したもので，｢生産量を倍増していけば，単位当

たり加工時間は一定の比率で減少していく｣という仮説に基づいている．例えば，あるプロダクト

1 個の生産時間を 100 時間とする．生産量を倍増するごとに 1 個当りの生産時間(単位加工時間)

が 90％の比率で減少すると仮定すると，生産量を倍増して 2個生産した場合の単位加工時間は 90
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時間となる．以下同様に，4個生産する場合は 81 時間となり，8個生産する場合は 73 時間となる．

生産量が倍になるごとに減少する単位加工時間の一定の漸減率を習熟率と呼ぶ．習熟率 90％で生

産量が倍増するごとに単位加工時間が減少する曲線を 90％習熟曲線と呼ぶ．ソフトウェアの場合

も同じで，同じようなプログラムを開発する場合，経験と共に作成時間は減少する． 

習熟曲線は，表現モデルが提案されている[69]．このモデルをベースにしてプログラム開発習

熟曲線モデルを設定した．但し，習熟率の替わりにプログラム開発経験回数をパラメータとした． 

 

プログラム開発習熟曲線モデル(Y) 

 Y=aX -n 

    Y：X 回目のプログラム開発平均時間（時間/KS） 

    a：1 回目のプログラム開発平均時間（時間/KS） 

    X：プログラム開発経験回数 

    n：効果係数 

 

 プログラム開発習熟曲線モデル(Y)から，プログラム開発経験回数の効果を示すモデルとして成

長率モデル(E)を設定した．YXはYX=aX－ｎから，Y2XはY2X＝a(2X)－ｎから導出した値である． 

成長率モデル(E) 

E= 
Y2X

YX

 

 

    E：X 回目と２X 回目のプログラム開発平均時間の比率 

    Y2X：(2X)回目のプログラム開発平均時間（時間/KS） 

    YX ：X回目のプログラム開発平均時間（時間/KS） 

 

成長率は，ふたつの開発時間の割合を表現している．例えば，X=3 の成長率 E が 80%なら，6 回

目(X=6)の開発は 3 回目の 80%の時間で開発できる． 
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（２）データの収集 

 プログラム開発習熟曲線と成長率を計算するため，EAGLE の教育コースからデータを収集し

た．受講者は，開発経験のない新人である．EAGLE1 の教育コース(以下，教育 1と言う)と EAGLE

２の教育コース(以下，教育 2と言う)のデータを比較した．2 グループ間ではプログラム作成能力

の大きな差はなかった．4 週間で EAGLE を使って 400 から 600 ステップの COBOL プログラム

を作成した．プログラムはバッチプログラムで相互に類似している．教育コースの期間と受講者

数を以下に示す． 

・教育 1：期間 1982 年 6 月―1983 年 6 月，受講者 36 名 

・教育 2：期間 1990 年 9 月―1991 年 3 月，受講者 90 名 

収集したデータを以下に示す． 

①プログラム開発の各作業の時間 

・ プログラム仕様書作成からコンパイル完了まで 

・ テストケース作成とテスト 

・ ドキュメンテーション 

②プログラムステップ数/テストケース数 

③プログラム開発経験回数 

 

（３）習熟曲線の評価 

 図 2.11 に教育 1 と教育 2 のプログラム開発習熟曲線(Y)を示す．1 回目のプログラム開発時間を

比較すると教育 2 では教育１と比べて 77%になっている．2 つの曲線の違いは EAGLE１と

EAGLE２の機能差による．このことから教育 2 における未経験者の一定期間でのコード製造量で

は生産性は教育 1 に比べて 1.3 倍(77%)になっているのが分かる．教育２のカーブの落ち方が急で

あり，すぐに低いレベルに到達している．10 回目の開発では開発時間の差は 2.3 倍まで増加して

いる(44%)． 
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 Ｙ：プログラム開発平均時間

Ｘ：プログラム開発経験回数 
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10

■ 教育 1 

● 教育 2 

図 2.11 プログラム開発習熟曲線 

Ｙ=154.9X-0.22

Ｙ=121.8X-0.48
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 表2.12に教育1と教育2のプログラム開発作業の3回目(X)と6回目(2X)を比較した成長率(E)を示

す．成長率Eは，Y6/Y3の値である．プログラム開発作業の合計成長率は，教育1で86%，教育2で

72%である．各作業では，教育１と教育２では9%～17％の成長率の差が出ている． 

 

表 2.12 成長率(X=3) 

プログラム開発作業 教育１ 教育２

プログラムコーディング 86% 69% 
テストケース設計＆単体テスト 83% 74% 
 単体テストのみ - 83% 
ドキュメンテーション 86% 72% 

成

長

率

(E) 
合計 86% 72% 

 

  図 2.11 から，教育 2 ではプログラム開発習熟曲線の落ち込みが急で，早く低レベルに到達して

安定するのが分かる．教育２では 4 回と 5 回のプログラム開発の後に安定レベルに達している． 

しかし教育１では 8 回と 9 回目の後にも開発時間の減少が見られる．これは大部分のプログラマ

が EAGLE1 に比べて EAGLE2 の方が開発経験は少なくてもプログラム開発技術を習得できるこ

とを意味している． 

 図 2.12 は，教育 2 でのテストケース設計と単体テストの平均時間の習熟曲線である．教育１の

単体テストデータがないので両者を比較することはできないが，テストケース設計作業と単体テ

スト作業の習熟の傾向が分かる．図 2.12 から，単体テスト単独の作業は習熟効果が小さいので，

テストケース作成時間の習熟効果が大きいのが分かる．テスト機能の拡充が今後の課題である．
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 Ｙ：平均時間 

Y=74.5X-0.44

Y=29.2X-0.27

Ｘ：経験回数 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 

■ テストケース設計＆単体テスト 

● 単体テストのみ 
100% 

75% 

50% 

25%     

図 2.12 EAGLE2 テストケース設計と単体テスト習熟曲線 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 EAGLE による教育では習熟度を上げることができた．その要因を以下に述べる． 

・図 2.11 に示すようにプログラム生成率の増加に比例してプログラム開発時間は減少している． 

DB アクセス部品などにより，プログラマは DB スキーマの詳細を知る必要がない．その結果，

残った追加コーディングのプログラムはシンプルになっている． 

・プログラムの品質は，データ処理部品などによるプログラム生成により確保できる．教育の目

的は，個人の技術に依存したプログラム開発でなく，常に開発組織が一定の品質を確保し続け

ることである．EAGLE 教育コースにより，この目的は達成していると考えている． 

・EAGLE2 の対話処理機能拡充の効果．例えば，開発作業で必要な作業操作はメニューから選択

するので，受講者は覚えることなく早く習得できる． 

・教育２ではコースカリキュラムとテキストを改善している．例えばサンプルプログラムが教育

2 のテキストには載っている．教育は専任の教育部門で担当しており，教育経験やノウハウは

教育部門に蓄積されている． 
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2.5 結論 

 本章では，ソフトウェア開発プロセスモデルと開発技法を標準化した情報システム開発方法論

と，それをサポートする統合開発支援ツールを提案した．開発方法論は，開発手順，設計ドキュ

メント，開発基準，開発技法を体系化しており多数の開発要員が参加する統合開発支援ツールの

開発では有効である．SIベンダだけでなく，関連会社(SIベンダの子会社)，協力会社，発注者で

ある顧客にも展開できる．また，統一した開発方法論を維持することで，ソフトウェアライフサ

イクルプロセス(SLCP)の標準化やUMLなど新しい開発技法の標準化に追随していくことが可能

である． 

 統合開発支援ツールは，プログラム生成率，不良密度，教育における習熟率から効果を分析し

た．標準スケルトンと処理部品のエンハンスによりプログラム生成率が 20%向上した．EAGLE2

の標準テストケース開発により単体テストでより多くの不良が検出できた(標準テストケース適

用で 4.8 件/KS，手作業で作成したテストケース適用で 3.7 件/KS)．教育効果では，EAGLE のエ

ンハンスによりプログラム開発習得効果がでた．例えば，成長率が 86%から 72%になった．また

プログラム開発経験回数が４回か５回で習熟率が上がることが分かった． 

 今後の課題としては，情報システム開発方法論ではアジャイル開発など反復型開発プロセスの

基幹情報システム開発への適用研究，超上流と呼ばれる発注者の要求定義フェーズのサポートと

開発要件の抽出･整理技法の研究，テスト技法の研究がある． 

 統合開発支援ツールでは，オブジェクト指向コンポネントによるプログラム生成，テストの自

動化，信頼性や性能など非機能要件の設計支援機能の拡充がある．複数のスケルトンと部品を組

合わせて，ある特定分野のコンポネントを開発して基幹情報システム開発に再利用する．テスト

では，プログラム静的解析によるテストの上流化や組合せテスト以降のテストデータ自動生成，

機密保護などからのセキュリティテストの自動化などの研究がある． 

 統合開発支援ツールの効果分析では，1980 年代から長期間にわたり実績データを蓄積してきた．

継続的にデータを収集するのは重要である． 
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第 3 章 リバースエンジニアリングによる業務仕様理解支援 
3.1  緒言 

基幹系情報システムの構築に際し，事業形態が変らない限り現行業務仕様の継承は重要であり，

既存ソフトウェア(レガシーシステム)を調査して業務仕様を理解する作業に多くの工数をかけて

きた．この業務仕様理解を支援する技術として，従来からリバースエンジニアリングの研究が行

われてきた．レガシーシステムの再文書化，設計復元，業務ルールの抽出などにより業務仕様を

理解するが，それを支えるのは，相互参照技術，プログラム表現技術，プログラムスライス技術

である[35]． 

相互参照技術は，影響波及解析でも使われる技術で，プログラムと設計仕様(画面，帳票，DB，

ファイル)のデータ項目の依存関係，プログラムの特定データ項目の依存関係，プログラム間やプ

ログラムと副プログラムとの依存関係を相互参照表(cross reference)で表現する．ソースコードを

解析して，Web 画面にソースコード表示をすると共にプログラム関連図や GOTO 文・ルーチン

呼び出し文の呼び出し先のソースコードを同時に表示して影響範囲の調査を支援する[39]． 

この他にレガシーシステムでは，永年の保守作業によりソースコードのカット&ペーストによ

るコードクローンが存在する場合が多い．コードクローンとは同一または類似したコードの断片

で，多くは他のプログラムから｢コピー｣されて組み込まれている．このコードクローンを検出・

計測して，クローンの統合化/部品化によりプログラム規模の最適化を図る研究が報告されている

[70]． 

プログラム表現技術は，ソースコードの表現を改良してプログラムの理解を支援する技術で，

ソースコードのレベルで表現する機能と，図形など表現方法を変える機能がある．ソースコード

レベルの表現機能は，見出しや字下げ，制御の流れの表示，実行しないコードやデータ項目の表

示などがある．図形レベルの表現機能は，ファイル/レコード仕様書，プログラム処理概要図，木

構造などの構造化チャート，データモデル図，プログラム構造図などに変換して表示する．プロ

グラムとジョブ制御情報からプログラムの流れであるジョブフロー図を表現する[71]． 

プログラム表現だけでなく非構造のプログラム自体を構造化する再構造化技術も提案されてい

る[72]．また切り出したソースコードを処理機能は変えることなく仕様理解や保守作業を効率化

するためにプログラムの内部構造を変化させるリファクタリング技術がある． 

プログラムスライス技術は，プログラム内の命令間の依存関係を明らかにする技術である

[73][74][75]．テストやデバッグ，コード最適化などの目的の他にプログラム理解や影響波及解析

で使われる．プログラムスライスは，命令間のデータ依存関係と制御依存関係を逆向きにたどる

 39



ことにより，特定の変数を計算するステートメントのサブセットを抽出する技術である．有効な

ソースコードの集合を抽出するため，ループ文や配列処理などを含むすべてのソースコードの解

析が必要になる．プログラムスライスでデータ依存関係と制御依存関係を解析して，その結果を

言語に依存しないデータモデルに変換する手法が提案されている[76]． 

構造化されていないプログラム(スパゲティプログラム)を対象にして手続き読み出し命令と手

続き本体に関するプログラム依存グラフからスライスを求める手法が提案されている[77]．  

多くのリバースエンジニアリングの研究は，データフローの解析やデータ/制御の依存関係に着

目して解析しているが，本章では，データ中心型アプローチの考え方に基づいたリバースエンジ

ニアリング DORE(Data Oriented Approach Reengineering)を提案する．プログラムのデータ項

目に着目して，ソースコードのステートメントを２項オブジェクトに変換・整理して，業務ルー

ルを抽出する[78][79][80]．２項オブジェクトとは，ステートメントを一対の表現形式まで分解し

たものである．データ項目には，｢属性｣｢ライフサイクル(LCP)｣｢制約｣の３要素からなる情報が

カプセルとして格納されている．制約とは，データの存在と条件を規定するものであり，これが

業務ルールとなる．DORE による業務ルールの抽出により，業務仕様の理解支援,設計仕様書の生

成,データの標準化と部品化の支援，オブジェクトの抽出を支援する． 

以降，3.2 節で２項オブジェクトの考え方を述べ，3.3 節で業務ルールの抽出方式を述べる．3.4

節で実プロジェクトでの評価･分析を述べる． 

 

 

3.2  ２項オブジェクト 

3.2.1 データに存在する業務ルール 

既存のソースコード(言語：COBOL)から，データ項目を中心に設計情報を抽出する．これらの

データ項目の制約をプログラムから抽出する．｢2.2.2 データ中心型アプローチ DOA｣でのべたよ

うに，制約とは，データの存在と条件を規定するものでデータ項目固有の制約，データ項目間の

関連による制約，データ項目の集合であるグループ単位の制約がある．制約には，形式制約，値

制約，導出制約，関連制約がある．このうち業務ルールに該当するのは値制約，導出制約，関連

制約である．例えば，｢残業時間≦100｣という値制約の場合は｢残業時間は 100 時間以内である｣

という業務ルールになる．｢残業時間＝通常残業時間＋深夜残業時間｣という導出制約は，残業時

間算出式の業務ルールになる． 

プログラムの特定データ項目の処理(プロセスオブジェクト)は，基本操作(２項オブジェクト)と
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制御操作(制御オブジェクト)に分けられる．制御オブジェクトは，条件式で表現された２項オブジ

ェクトと判定結果による操作を表現した２項オブジェクトの集約で表現される．その役割は，制

約の表現と制約の検証と基本操作の指示である．図 3.1 にデータ項目，処理プロセスと２項オブ

ジェクト/制御オブジェクトの関係を示す．ソースコードに定義されているデータ項目は，DB/フ

ァイル定義データ，画面定義データ，トランザクション定義データとプログラム内独自定義デー

タに分類される．データ項目は複数のプログラムで使われている．プログラム内プロセスとは特

定データ項目の処理の集合である．制御オブジェクトは，一般的には IF 文で表現されている． 

既存のプログラムからコードで表現されている基本操作と制御操作を抽出し，特定のオブジェ

クトへと変換・整理する．即ち，プログラム中にコード(IF 文など)として埋めこまれている判定

手段やチェック処理などの制約を分解して，データごとに固有の制約としてカプセル化する．複

数のオブジェクトに対して固有の制約は，複数のオブジェクトによって構成する集約オブジェク

トの制約として定義する．カプセル化によりデータ更新情報処理の重複排除，修正影響検出の容

易さ，網羅性の保証ができる． 

 

 

データ項目 

制御オブジェクトIF 条件式 
操作１ 操作２ 

２項オブジェクト 

プログラム群 

制御オブジェクト

プログラム内プロセス

図 3.1 オブジェクト間の関連 
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3.2.2 ２項オブジェクトによる表現 

プログラムの基本操作(データ移送，演算など)を，オブジェクト(構成要素)とオブジェクトを関

連付ける操作(メソッド)で表現する[79]．すなわちソースコードは基本的に２項関係のオブジェク

トとして表現できる．例えば MOVE  A  TO  B.と記述された基本操作は CPｎ[(A,B) MOVE]と

表現される．CPｎはカプセル識別子，A と B は構成要素，MOVE はメソッドである．これを２

項分析手法により抽出する．２項分析手法とは，データ操作を１対のデータに対する集約オブジ

ェクとして捉えて，これを基本単位(２項オブジェクトと言う)にしてソースプログラムを２項関係

まで分解する方法である．演算などに使用される変数は通常２つ以上あるので，この場合は，細

分化して２項オブジェクトヘの変換動作を繰り返す． 

例えば COMPUTE  A ＝ B + C では， 

CP02[(A,CP03)COMPUTE] 

CP03[(B,C)＋] 

と表現され，更に以下のカプセルに変換できる． 

CP01[CP02] 

CP02[(A) COMPUTE] 

CP02[(CP03) COMPUTE] 

CP03[(B)＋] 

CP03[(C)＋] 

 このように COBOL ソースコードを以下のように２項オブジェクトに変換してカプセル化する． 

 

（１）演算式 

 逆ポーランド記法を用いて優先順位の高い項目から２項オブジェクトを抽出する． 

COMPUTE  A ＝ B + C ＊ D を変換した結果を以下に示す． 

CP01 C ＊ 
CP01 D ＊ 
CP02 B ＋ 
CP02 CP01 ＋ 
CP03 A COMPUTE 
CP03 CP02 COMPUTE 
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演算式の優先順位を表 3.1 に示す．IF 文における優先順位も同じである． 

 

表 3.1 演算式の優先順位 

1 2 3 4 5 
＊ 
/ 

＋ 
― 

＝ NOT
＝ 
＜ ＞ 

AND OR 

 

（２）条件式 

 条件式（IF 文，EVALUATE 文）は [命題部，真の時の操作，偽の時の操作] の構造であり，

命題が真または偽の時の操作は複数の演算式などが記述されているのが多い．条件式のカプセル

は，これらの複数カプセルを集約した構造で表現する．IF 文のネストは，命題部を AND 条件で

整理する．その結果，上位の命題に影響を受けない独立した IF 文が整理される． 

 

（３）PERFORM 文 

COBOL の場合，IF 文などの操作で PERFORM 文を起動してセクションやパラグラフに制御

を移すケースがある．PERFORM 文では，セクション名やパラグラフ名を構成要素として

PERFORM をメソッドにしたカプセルで表現する． 

 このようにデータ操作に関するソースコードは２項オブジェクトによるカプセル化ができるが，

プログラム制御に関するソースコードは２項オブジェクトに変換出来ない． 

・ プログラム制御文（GOTO,GOBACK,CONTINUE） 

・ CALL 文の USING 句 開始 

プログラム入力 

２項オブジェクトによる 

プログラム置換/カプセル化 

カプセル重複排除 

カプセル情報格納 

業務ルール抽出 

終了 

図 3.2 業務ルール抽出の流れ 

 

 

3.3 業務ルールの抽出 

 業務ルール抽出の流れを図 3.2 に示す．レガシーシ 

ステムでは，データ名称が不統一の場合がある．この 

場合は，事前準備として，異名同値のデータ項目を支 

援ツールで同値解析して標準データ名称に統一する． 

レコードの同じ位置を参照している名称や転送してい 

る名称，再定義している名称などが同値になる． 
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既存プログラムを入力し，プログラムの各ステートメントを，個々のデータ要素に分解する．分

解したデータ要素を一対のデータ要素である２項オブジェクで表現して，その固有のプロセスよ

り構成するカプセルに置換する．次にカプセル化した情報の重複排除を行い，再利用が可能なデ

ータ蓄積構造へ格納し，カプセル化した情報より業務ルールを抽出する． 

 

（１）２項オブジェクトの抽出とカプセル化 

抽出対象の既存プログラムを入力し制約条件部とデータ操作部に分け，２項オブジェクトとそ

の固有のプロセスより構成されるカプセルに置換する．図 3.3 に，抽出対象のプログラム例と，

これらのプログラムの各要素に対する２項オブジェクトとその固有のプロセスよりカプセル化し

た情報を示す．プログラムの最初の処理単位（トランザクション）は， 

COMPUTE KINGAKU = TANKA * SURYOU  

で５個の要素からなるデータ操作である．これらの要素をカプセルに置換すると，例えば

｢TANKA｣は，識別子 CP01 のカプセルに登録され，演算子「＊」はメソッドに登録される．

｢SURYOU｣も同じくカプセル CP01 として登録される．更に，データ｢KINGAKU｣は，識別子

CP02 の構成要素に，もう一方の構成要素は既に作成したカプセル CP01 を構成要素とし，

｢COMPUTE｣をメソッドとして，カプセル CP02 に登録される．このように最初のデータ操作部

（１つのトランザクション）は，CP01 と CP02 の２つのカプセルに置換することができる．ま

た，次の IF USER = 1 で示される制約条件部では，｢USER｣と「１」を構成要素とし，そのメ

ソッドを「＝」としたカプセル CP03 に登録される． 

次に，制約条件部のカプセルとデータ操作部のカプセルを１つにまとめたカプセルの集約（制御

オブジェクト）を作成し，業務ルールが抽出できるように整理する．図 3.3 のプログラムの 
IF KINGAKU＞100000 
    THEN COMPUTE URIAGE＝KINGAKU＊0.8 

     ELSE COMPUTE  URIAGE＝KINGAKU＊0.9 

      END-IF  

の例では CP10 に登録される．CP10 は CP04，CP06，P08 のカプセルで構成されている．プロ

グラムの他の IF 文は，それぞれ CP11,CP12,CP14 に変換される．
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COMPUTE KINGAKU = TANKA * SURYOU 

 IF USER = 1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

IF 文表 
 識別子 制御オブジ

ェクト番号

 CP10 CN01 
 CP11 CN02 
 CP12 CN03 
 CP14 CN04 

THEN IF KINGAKU＞100000 
 THEN COMPUTE URIAGE＝KINGAKU＊0.8 

  ELSE COMPUTE  URIAGE＝KINGAKU＊0.9 
      END-IF  

ELSE IF HIZUKE = 15 
 THEN COMPUTE URIAGE＝KINGAKU＊0.9 

  ELSE CONTINUE 
     END-IF  
 END-IF 

IF NEW-USER = 1 
THEN COMPUTE  URIAGE＝KINGAKU＊0.8 

 ELSE CONTINUE 
END-IF 

カプセル構成表 
 識別子 構成要素 メソッド

 CP01 TANKA ＊ 
CP01 SURYOU ＊ 
CP02 KINGAKU COMPUTE
CP02 CP01 COMPUTE
CP03 USER ＝ 
CP03 １ ＝ 
CP04 KINGAKU ＞ 
CP04 100000 ＞ 
CP05 KINGAKU ＊ 
CP05 0.8 ＊ 
CP06 URIAGE COMPUTE
CP06 CP05 COMPUTE
CP07 KINGAKU ＊ 
CP07 0.9 ＊ 
CP08 URIAGE COMPUTE
CP08 CP07 COMPUTE
CP09 HIZUKE ＝ 
CP09 15  
CP10 CP04  
CP10 CP06  
CP10 CP08  
CP11 CP09  
CP11 CP08  
CP12 CP03  
CP12 CP010  
CP12 CP011  
CP13 NEW-USER ＝ 
CP13 1 ＝ 
CP14 CP13  
CP14 CP06  

  

カプセル表 
 識別子 名称 
 定価売上金計算式 CP01 
 CP02 定価売上金計算 
 CP03 得意顧客判定 
 売上げ 10 万円以上か判定 CP04 
 売上金額 2 割引計算式 CP05 
 売上金額 2 割引計算 CP06 
 売上金額１割引計算式 CP07 
 CP08 売上金額 1 割引計算 
 CP09 日付が 15 日か判定 
 CP10 売上金額別割引計算 
 CP11 日付別割引計算 
 CP13 新規顧客判定 
 CP14 新規顧客割引計算 

 

命題表 
 制御オブジ 

ェクト番号 
条件式の 
識別子 

 CN01 CP04 
 CN02 CP09 
 CN03 CP03 
 CN04 CP13 

図 3.3 ２項オブジェクトの抽出とカプセル化の例 

プログラム A 

プログラム B 

アクション表 
 制御オブジ

ェクト番号

T/F 基本操作の

識別子 
 CN01 T CP06 
 CN01 F CP08 
 CN02 T CP08 
 CN03 T CP10 
 CN03 F CP11 
 CN04 T CP14 
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（２）カプセルの重複排除 

プログラムを上記カプセルに置換した後，カプセルの重複排除を行う．プログラム A にあるデー

タ操作 COMPUTE  URIAGE＝KINGAKU＊0.9 は 2 箇所あり，全く同じ処理を行っており，その

結果は，どちらも「KINGAKU」」とカプセル CP07 を構成要素，「COMPUTE」をメソッドとし

たカプセル CP08 に置換される．またプログラム B では，プログラム A によってカプセルに置換

されたデータ操作 COMPUTE URIAGE＝KINGAKU＊0.8 と全く同じデータ操作を行っており，

その結果は，同様にカプセル CP06 に置換される．本置換／整理方式では，重複したデータ操作

や制約条件を２項オブジェクトとそのメソッドとして１つのカプセルにまとめる．即ち，同じ構

成要素，メソッドの場合は１つのカプセル番号に整理する． 

 

（３）カプセル情報の格納 

抽出したカプセルをプログラム論理抽出のために，カプセル表，カプセル構成表，IF 文表，命題

表とアクション表の５テーブルに格納して整理する(図 3.3)．カプセル表は，カプセルを一元管理

するテーブルでありソースコードの全プロセスに対するカプセルを格納したテーブルである．そ

れらを識別するためのカプセル識別子とカプセル名称を持つ．カプセル構成表は，カプセルの構

成内容を表すもので，各カプセルを構成する構成要素及びそれに対するメソッドを表す．IF 文表

は，カプセルと制御オブジェクトの対応を取るテーブルであり，例えば CP10 は，プログラム例

の制御オブジェクトで，CN01 は，その制御オブジェクトを識別するデータである．命題表は，

制御オブジェクトとその中で使用される制約条件カプセルの対応を格納するテーブルである．

CP04 は，上記制御オブジェクト CN01 で使用される制約条件カプセルを示している．アクショ

ン表は，制御オブジェクトとデータ操作カプセルの対応を格納するテーブルである．CN01 の制

御オブジェクトの制約条件が真である｢Ｔ｣の時には CP06，偽である｢Ｆ｣の時には CP08 のデー

タ操作カプセルが起動されることを示している． 

 

（４）業務ルールの抽出 

プログラムの置換／整理までを自動的に行い，次に業務ルールを抽出する．入力した既存プロ

グラムは，２項オブジェクトとメソッドのカプセルに置換されているため，置換したカプセルを

解釈していくことで業務ルールの抽出することが可能となる．しかしながらプログラム内のデー

タを自動的にカプセル化するので業務データの分別が必要になる．プログラム内のデータは，実

世界を表現する業務データ，プログラム処理を制御する制御データ，画面表示属性などの実行環

 46



境データ，日付やデータ件数の画面表示などのデータに分類される．この中から業務データに着

目して整理する必要がある．業務データは準備作業で明確になっているが，制御データは業務ル

ールとして使われている場合があり一意に排除することは出来ない．例えば，アベンドルーチン，

エラー処理ルーチンでの操作，DB アクセスにおけるリターンコードの扱い，スイッチ変数の扱

いなどである．スイッチ変数とは，データそのものは業務データではないが，どこかで業務デー

タの意味を引き継いでいるデータである． 

カプセル化した情報は Web のブラウザに表示して設計者が編集する．図 3.3 では業務ルールが

理解できるように設計者がカプセル表の名称に日本語名称を与えている．抽出した業務ルールは

Web ブラウザで指定データの業務ルール，指定データの導出の流れ，指定データと定数との関連

(メソッド)などを表示したり，設計仕様書の形式で印刷出力する． 

図 3.4 は DORE で業務ルールを表示した例である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受注管理システム画面.初回実行フラグ = 受注登録ID 

AND 

受注管理システム画面.画面遷移状態フラグ = ‘１’ 

AND 

メッセージコード = ‘000’ 

AND 

受注管理システム画面.商品番号（指標） NOT=  SPACE 

AND 

商品セグメント.商品DB状況コード[商品セグメント.商品デー 

AND 

 

（顧客セグメント.社員区分 = ‘１’ 

OR 

受注管理システム画面.商品番号区分（指標） NOT= ‘DI’） 

 

AND 

受注管理システム画面.受注数量（指標） = NUMERIC 

 

  受注管理システム画面.販売価格（指標）=受注管理システム画面.商品金額 

（指標）*（100 - 受注システム画面. 割引率）/100 

図 3.4 業務ルールの表示例 
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3.4 評価 

 抽出した業務ルールの正当性と仕様抽出率を実プロジェクトで評価して，本研究の有用性を検

証した．業務ルールの正当性は，レガシーシステムの仕様書に記述している業務ルールと DORE

により抽出した業務ルールを比較して評価した．業務ルールの仕様抽出率は，設計仕様書に記述

している業務ルールに対する抽出率で評価した． 

 

3.4.1 業務ルールの抽出評価 

 抽出した業務ルールの正当性を評価するために，製造業 A 社の物流システムの一部(プログラム

55 本，5 万ステップ)をサンプリングして評価作業をした．具体的には，レガシーシステムの仕様

書に記述されている業務ルールと抽出した業務ルールを比較した．評価作業の結果，抽出した業

務ルールは以下の 4 種類に分類された．表 3.2 に業務ルール評価結果を示す． 

①仕様書一致ルール：仕様書の記述と一致した業務ルール 

②デッドルール：制約内に論理矛盾を含む業務ルール 

③暗黙のルール：プログラムの実装には必要であるが仕様書への記述は不要の業務ルール 

④仕様書にないルール：２項オブジェクトにより抽出したが仕様書には記述されていない 

業務ルール 

 

表 3.2 業務ルール評価結果 

DORE で抽出した業務ルール 
データ項目名称 仕様書に記述 

されたルール 仕様書一致

ルール 
デッド 
ルール 

暗黙 
ルール 

仕様書に 
ないルール 

計 

車番号 15 31 12 1 3 47
受渡条件コード 10 117 0 2 0 119
輸送業者コード 22 28 2 2 10 42
出庫時受場コード 11 11 5 0 7 23

合計 58 187 19 5 20 231
 

 

抽出した業務ルールを分析した結果，データのチェック仕様に関しては 100%抽出できた．これは

データチェックのソースコード(形式制約や値制約に関する処理)がプログラムの中で局所的に記述

されていたのが理由である．データ項目｢車番号｣｢受渡条件コード｣では，仕様書一致ルールが仕様

書記述のルールよりも多くなっていた．特に｢受渡条件コード｣では約 12 倍も増加している．これは
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｢車番号｣｢受渡条件コード｣のデータ処理に直接関係のない分岐(IF 文による記述)や，制約の記述形

式が統一されていないために業務ルールとしては同一制約にもかかわらず重複排除できずに抽出さ

れたことによる．レガシーシステムでは，標準化されていないプログラムを対象にするので，この

ようなケースはよく発生する．制約内に論理矛盾を含むデッドルールは，実行時に通過しないパス

を含んだルールである．これは機能拡張の時にプログラマにより作りこまれたのが原因である．こ

の問題に対しては論理矛盾を検出してデッドルールを除去する機能を追加した．また暗黙のルール

と仕様書にない業務ルールはレガシーシステムの業務有識者の判断により次期開発の基幹情報シス

テムの業務仕様に反映するか決まるルールである．業務処理で当然のこととして当初から仕様書に

記述されない場合と永年の機能拡張の内容が仕様書に反映されていない場合がある．特に仕様書に

ないルールでは重要な業務ルールが含まれていることが多い．評価の結果，仕様書記述の業務ルー

ル抽出が確認でき，また次期システムへの仕様もれ防止を支援する仕様書にないルールの抽出(20 件

仕様書記述業務ルールの 34%)により本研究の有効性を検証できた． 

 

 

3.4.2 業務ルールの仕様抽出率評価 

 仕様抽出率を設計仕様書に記述している業務ルールに対する抽出率で評価した．DORE は，業務

ルールの抽出作業の過程で，レガシーシステムを分析して各種設計情報を抽出するので，これらの

情報も設計仕様書生成に反映させている．抽出する設計情報は，基本情報(ソース情報，JCL 情報，

データセット/ファイル情報),クロスリファレンス情報(COPY/プログラムやデータ/ファイル/プログ

ラムなどの関連情報)，プログラム構造情報(プログラムのセクション構造)，データ情報(データの属

性，LCP，制約と同値情報)である． 

 評価は，製造業 A 社と公共関連 B 社の２プロジェクトで実施した．A 社では前項のサンプリング

プログラム(規模：50KS)を対象に測定した．プログラムに対応する設計仕様書を用意して，その記

述内容を抽出できた部分とできていない部分に選別して，それぞれの記述量を測定した．抽出率は，

設計仕様書別抽出率とシステム特性別抽出率の 2 種類を測定した．システム特性では，オンライン

プログラムをリアル処理とデータ伝送処理に分類し，バッチプログラムをロジック主体と帳票主体

に分類した．この測定結果を物流システム(15 万ステップ)にあてはめて仕様書量と抽出率を算出し

たのが表 3.3 である． 
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表 3.3 A 社の仕様書抽出率 

設計仕様書の頁数 
オンライン バッチ 

 
設計仕様書 

リアル処理 データ伝送処理 ロジック主体 帳票主体 

 
設計仕様書 
抽出率 

詳細説明書 195 頁 49 頁 160 頁 50 頁 55% 
入力設計書 390 頁 14 頁 0 頁 36 頁 82% 
出力設計書 385 頁 157 頁 12 頁 285 頁 78% 
ﾚｺｰﾄﾞ設計書 511 頁 10 頁 69 頁 135 頁 78% 

合計 1481 頁 230 頁 241 頁 506 頁 74% 
特性別抽出率 76% 74% 63% 76% 74% 
 

仕様書別の抽出率では，入力設計書，出力設計書，レコード設計書の 3 設計書は仕様をデータ項

目別に記述していたため 80%前後の高い結果になった．複雑な関連制約などの業務ルールやデータ

ベースへのアクセス方式を記述した詳細設計書では，抽出率が 55%であった．またシステム特性別

抽出率では同じくロジック主体のバッチプログラムが他のプログラムと比較して 10%生成率が低か

った．全体では生成率 74%(抽出仕様 1827 頁／全体仕様書量 2458 頁)である． 

 次に公共関連 B 社の共済システム(規模：962 本，900KS)の評価結果を述べる．B 社では，レガシ

ーシステムのダウンサイジングに際して抽出情報から設計仕様書を生成した．この理由はレガシー

システムの設計仕様書がなく，しかもプログラムは標準化されていないためプログラムから直接設

計文書を作成(再文書化)するのが非現実的であったからである．抽出情報に加えてデータ構造および

「FILLER」に関する VALUE 句情報など２項オブジェクトに変換できない情報を抽出するプログラ

ム情報補完ツールとフォーマットを変換して印刷する設計書作成ツールを開発した．生成対象の仕

様書は，７種類の設計書と，サブルーチンに関するインターフェース仕様書である． 

①プログラム処理概要図：プログラムのオンライン，バッチの種別，入出力の概要図， 

入出力ファイル，ステップ数． 

②プログラム機能説明図：プログラムの入力，出力と処理の関係(ＨＩＰＯ図形式)． 

③ファイル/レコード仕様書：ファイル／レコード単位に，データ項目名と記号名，属性等． 

④入力編集条件表：バッチ処理の入力となるデータ項目の元のデータと制約． 

⑤画面帳票仕様書：画面または，オンライン帳票のデータ項目名毎の属性，制約． 

⑥出力編集条件表：オンライン画面への出力となるデータ項目の元のデータと制約． 

⑦補足説明書：出力するデータの制約(処理条件マトリクス形式)． 

⑧インターフェース仕様書：サブルーチンのインターフェースエリアの，データ項目名，属性等． 
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 ③④はバッチプログラム用，⑤⑥はオンラインプログラム用の仕様書である．設計書作成ツー

ルによる設計書は，プログラム単位に出力される．バッチ，オンライン，サブルーチンのプログ

ラム毎に出力された設計書数から，仕様書生成率として集計した結果を表 3.4 に示す． 

 

表 3.4 Ｂ社の仕様書生成率 

プログラム形態 バッチ オンライン 
対象プログラム本数 751 本 211 本 

①プログラム処理概要図 91% 95% 
②プログラム機能説明図 91% 94% 
③ファイル/レコード仕様書 89% ― 
④入力編集条件表 91% ― 
⑤画面帳票仕様書 ― 88% 
⑥出力編集条件表 ― 88% 
⑦補足説明書 89% 88% 

仕

様

抽

出

率 

⑧インターフェース仕様書 93% 
 

生成率は，生成対象としたプログラム本数と実際に設計書が生成できたプログラム数の比であ

る．本研究では，仕様書生成率で 90%を目標として設計仕様書作成ツールの開発を進めた．当初

は，COBOL の例外的な使用法や，入れ子 COPY 文に対する PREFIX 指定などがあり 60%程度

の仕様抽出率であった．これらの問題について，影響の大きいものからの機能拡張やプログラム

の修正などで対応することで，平均として 90%の仕様抽出率を得ることができた．生成した各種

の設計仕様書は，レガシーシステムのプログラム設計情報を取得し，プログラム ID を基準に機械

的に各種設計書への変換を実施しているため，COBOL プログラムのデータ記号名や命令文，JCL

の DD 名を反映している．そのため，設計仕様書の記述項目には漏れが少なく，確度が高いとい

った特色がある．また，COBOL プログラムのセクション構造を正確に取得でき，作業者がソー

スを読み解く工数が削減できるため，プログラム機能説明図の生成も効果が高い．さらに，プロ

グラム内の各種の制約を網羅した処理条件マトリックスを生成するので，作業者の仕様理解工数

が削減できると共に，各処理条件の正確性が向上する． 
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3.5 結論 

 本章では，プログラムのデータに着目して，そこに内在する業務ルールを２項オブジェクトに

より抽出するデータ中心型アプローチのリバースエンジニアリング DORE を述べた．DORE の

機能と手順を述べ，実プロジェクトで分析した．その結果，DORE による業務ルールの抽出によ

り，業務仕様の理解支援,設計仕様書の生成の有効性を確認した．また，抽出した業務ルールを制

約条件として統合開発支援ツールのデータ辞書に登録して，基幹情報システムの開発に利用でき

ることが分かった．今後は，業務仕様理解の他に，特定データの影響波及解析，不要/重複ロジッ

クの抽出によるプログラム規模の圧縮などの活用が期待できる． 

本研究の対象は，COBOL 言語で書かれたレガシーシステムであるが，世界のエンタプライズ

系ソフトウェアの70%はCOBOLで書かれているという調査結果[81]や我が国におけるSIベンダ

の受託開発ソフトウェアの 18%が COBOL であるという調査結果[11]により，本研究の実用性は

あると考えられる． 

本研究では，データ項目単位の業務ルールを抽出しており，イベントや時間に着目した業務ル

ールは抽出できない．今後の課題として，ジョブ制御を統括する運用管理システムやオンライン

業務画面遷移情報などを業務処理の流れにマッピングするリバースエンジニアリングと，２項オ

ブジェクトで抽出した業務ルールを併せた業務処理全体の理解支援技術の開発がある．また，基

幹情報システム開発で効果的なのはソフトウェア部品の再利用である．抽出した業務ルールから

ソフトウェア部品を自動生成する技術の研究や，データ項目単位の業務ルールを組み合わせた業

務コンポーネントの研究も今後の課題である．新基幹情報システムが採用するソフトウェアアー

キテクチャー(MVCモデルや 3層モデルなど)に対応したソフトウェア部品の生成技術やオブジェ

クト指向開発でのクラス生成技術などの適用技術研究も必要である． 
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第 4 章 ソフトウェア規模の試算見積 

4.1 緒言 

 基幹情報システム開発の見積はプロジェクトの成否を左右する重要な要因のひとつである．見

積は，業務要件からソフトウェアの規模を算出し，算出値にシステム特性(複雑性，品質，性能な

ど)のパラメータ値を掛けて開発工数と開発コストを算出するのが一般的な見積方法である． 

見積は，発注者と SI ベンダ間の正当な契約のため，またリスク管理のために段階的に実施する

ことが推奨されている[40]．見積は，ソフトウェア開発プロセスの企画・計画フェーズで見積る

試算見積，基本設計後に見積る概要見積，詳細設計後に見積る詳細見積がある．特に，企画・計

画段階での試算見積は，最初の見積もりであり重要である．しかし，この時点では見積に必要な

詳細業務要件は確定しておらずソフトウェア規模の算出は困難であった． 

ソフトウェア規模を測るメトリクスとして，最近は｢ソースコードの量｣であるステップ数でな

く，｢機能の量｣である FP が主流になりつつある． 

試算見積でFPを計測する手法として，FP試算法，NESMA法[45]， 協調フィルタリング法[46]，

UCP 法[47][48]，FP 要素見積法[49][50]，電中研法[51]などが提案されている． 

FP 試算法は，過去のプロジェクト経験から試算式を設定する方式で，日立 SAS では，以下に

示す試算法で FP を推定している．見積者は，複数の試算式を併用して総合的に規模を推定する． 

 

・試算 FP1＝(画面数＋帳票数)×a 

・試算 FP2＝(更新系ファイル数×35)＋(参照系ファイル数×15) 

・試算 FP3＝類似システムステップ数÷b 

・試算 FP4＝開発予算÷c 

 

これらの試算法は，いくつかの数値メトリクスによりパラメトリック法で規模を予測する手法

であるが誤差が大きい．試算 FP2 は，オランダのソフトウェア計測団体 NESMA (Netherlands 

Software Metrics Users Association)が提案している NESMA 法と呼ばれている FP 試算法であ

る[45]．NESMA では，｢試算 FP 見積(試算 FP2)と詳細 FP 見積は，良い相関(直線的な)を示して

いるが，いくつかのケースでかなりの差異(50％に到るずれ)が見られる｣と報告している[45]． 

試算 FP 見積の段階ではソフトウェアの仕様があいまいで，かつプロジェクトの特性が計算式に

反映されていないので誤差が大きくなる． 

協調フィルタリングによる見積法は，産学官 EASE プロジェクトの一環として奈良先端科学技
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術大学院大学(以下，NAIST と言う)が開発した予測手法である[46]．EASE は，信頼性や生産性

に課題の多いソフトウェア開発の分野において，観測型のプロジェクト管理手法であるエンピリ

カルソフトウェア工学(Empirical Software Engineering)[82]の確立を目指している[83]．協調フ

ィルタリング法は，1990 年代に情報検索の分野において，多くの情報からユーザ嗜好情報の抽出，

推薦技術として研究されてきた事例ベース類推法のひとつである[52]． 

書籍のネット販売では，以下の手順で顧客の好みに合った推薦図書を推薦する． 

(１)あらかじめユーザがアイテム(書籍，映画，楽曲など)を評価しておく． 

(２)推薦対象ユーザと評価が似ているユーザ(類似ユーザ)を選び出す． 

(３)類似ユーザの対象アイテムの評価を用いて推薦対象ユーザの対象アイテムの評価を見積る． 

(４)推薦対象ユーザの対象アイテムの評価が高いと見積った場合，推薦対象ユーザに対して対象

アイテムを推薦する． 

 

ソフトウェア規模の試算見積も，同じ手順で予測する．協調フィルタリングのソフトウェア工

数見積への適用性を評価した報告がある[84]． 

 UCP 法は，企画･計画フェーズの要求分析で作成されるユースケースモデルをもとに，ソフト

ウェア規模を見積る手法である[44][47][48]．｢機能の量｣として，FP をベースにした UCP(Use 

Case Point)を単位にする．UCP 法の有用性を評価した結果も報告されている[85][86]．UCP 法

では，ユースケースモデルに記述される複雑さを考慮するために，アクタおよびユースケースに

対して重み付けを行う．特に，ユースケースの重み付けではユースケース中で定義されているト

ランザクション数を数える． 

 FP要素見積法は，ソフトウェアのデータ処理形態(トランザクションファンクション)を更新系，

画面出力系，帳票出力系など 16 種類の要素機能に分類して，それぞれの FP 単価を掛けて規模を

算出する手法である．電中研法も同じようにソフトウェアが取り扱う画面，帳票，ファイル，電

文の数などから FP を算出する手法である． 

 本章では，試算見積手法の中から協調フィルタリング法に着目して予測モデルを提案し，同じ

く UCP 法では自動計測方式を提案する．協調フィルタリング法では，複数の変数を設定して類

似事例を抽出する．ソフトウェア規模見積に用いる変数を 6 種類設定した予測モデルを提案する．

変数は数値で表現できないカテゴリ変数と数値で表現できる数値変数がある．カテゴリ変数は 3

種類の値表現を設定して実測した．また，膨大な検索アルゴリズムからソフトウェア規模見積で

最適なアルゴリズムを探し出す探索ツールを試作した．この予測モデルを用いて，過去のプロジ

 54



ェクト実績に対して実評価を実施した． 

 UCP法は，企画･計画段階で作成したユースケースに基づいて工数見積りを行う．しかしなが

ら，ユースケース中で定義されているトランザクション(原始的な一群のアクティビティ)数のと

らえ方によって，同一プロダクトでも，結果に誤差が生じる可能性がある．より正確な見積りを

実施するためには，組織的な見積り教育や訓練，実績データの蓄積が重要になる．この問題に対

する一つのアプローチとして，UCPの自動化が有効であると考えられる．本章では，見積り経験

の浅い者でも見積りが出来ることと，計測者による誤差を無くすことを目的として，UCP計測支

援ツールU-ESTを試作した．具体的には，UCP自動計測のために，アクタとユースケースの重み

付け方法を提案する．プロジェクトで作成されたユースケースモデルを用いて，ツールによる重

み付けと経験者による手動での重み付けを比較して，ツールの有用性を確認した． 

 以降，4.2節で協調フィルタリング技術による試算見積を述べ，4.3節でユースケースポイント

法による試算見積を述べる． 

 

 

4.2 協調フィルタリング技術による試算見積 

4.2.1 協調フィルタリングによる規模の予測 

 ソフトウェアの規模予測は，以下に示す手順で予測する[46]． 

(１)見積対象プロジェクトと類似したプロジェクトを算出する類似度計算． 

(２)類似プロジェクトの実績値を用いて見積対象プロジェクトの規模を算出する予測値計算． 

 

 協調フィルタリングによる予測は，図 4.1 に示すｍ×ｎ行列で表現されるデータセットを入力

とする．piはｉ番目のプロジェクトを表し，mjはｊ番目の変数を表す．νi，jはプロジェクトpiで計

測された変数mjの値を表す．予測対象プロジェクトpaの変数値νa，jとデータセットの全プロジェ

クトの変数値νi，jの類似度を計算して類似プロジェクトを抽出する．次に予測値計算により予測

目標mnの予測値νa，nを算出する． 
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1,1ν  2,1ν  ...  j,1ν  ...  b,1ν  ...  n,1ν  

1,2ν  2,2ν  ...  j,2ν  ...  b,2ν  ...  n,2ν  

...  ...   ...   ...   ...  

1,iν  2,iν  ...  ji,ν  ...  bi,ν  ...  ni,ν  

...  ...   ...   ...   ...  

1,mν  2,mν  ...  jm,ν  ...  bm,ν  ...  nm,ν  

 

1m  2m  ...  jm  ...  bm  ...  nm  

1p  

2p  

...  

ip  

...  

mp  

1,aν  2,aν  ...  ja,ν  ...  ba,ν  ...  na,ν  

予測対象プロジェクト 予測目標 

ap  

図 4.1 予測に用いる m × n 行列

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）類似度の計算 

 予測対象プロジェクトpaと他のプロジェクトpiとの類似度sim(pa，pi)を計算する．類似度計算

方法は，コサイン計算法，相関係数計算法，ユークリッド距離計算法など 8 種類の計算方法があ

る．コサイン計算法は，ベクトルを用いた類似度計算アルゴリズムであり，ベクトルのなす角の

コサインを用いて類似度を計算する．ユークリッド距離計算法は，プロジェクト間の距離を計算

する．図 4.2 に変数が 2 個の場合のコサイン計算法とユークリッド距離計算法の例を示す．この

例では，予測対象プロジェクトpaと 1 番目のプロジェクトp1の類似度を計算している．αはベク

トルのなす角，dは距離であるが，いずれの場合も値が小さいほど類似度は高くなる． 

 

α 

変数 

  2m  

変数 1m  

( )2,11,11 ,ννP

( )2,1, , aaaP νν

図 4.2 類似度計算の例 

d 
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 コサイン計算法では，次に示す計算式で類似度を計算している．MaとMiは，プロジェクトpaと

プロジェクトpiの両方で計測した変数の集合である．この計算式では，値を持つ変数のみを用い

て類似度を計算するので，欠損値の補完をする必要がない．これが協調フィルタリングの大きな

特長である． 

( )
( )

( ) ( )∑∑

∑

∩∈∩∈

∩∈

×

×
=

iaia

ia

MMj
ji

MMj
ja

MMj
jija

ia ppsim
2

,
2

,

,,

,
νν

νν
 

 

 

(２)予測値の計算 

 類似プロジェクトの値と類似度を用いて，予測対象プロジェクトpaの予測値を計算する．予測

値νa，nは，類似度sim(pa，pi)を重みとして，類似プロジェクトの値νi，nに，プロジェクトの規

模を補正する倍率修正amplifier(pa，pi)を乗じた計算式で算出する． 

  

( ) ( )( )

( )∑
∑

−∈

−∈

××

=

jectsnearestproki
ia

jectsnearestproki
iaian,i

n,a
p,psim

p,psimp,pamplifierv

v  

k-nearestprojects ；  プロジェクト ap との類似度が高い k 個のプロジェクトの集合を表す． 

 

 

4.2.2 ソフトウェア規模予測への適用 

（１）予測モデル 

 プロジェクト実績データ(対象 n=85)を対象に，6 種類の変数でソフトウェア規模(FP 値)を予測

した．表 4.1 に変数とデータ欠陥率を示す．変数はカテゴリ変数と数値変数がある．カテゴリ変

数とは，数値で表現できない変数である．｢対応業種｣は，当該システム機能に対応する業種で，

17 種に分類した．｢開発言語｣は，｢Java/．Net 系｣｢VB 系｣｢その他｣の３種類に分類した．今回の

試行では，異常データを排除した精度の高い実績データを用いて試行したので，欠陥率は 13%か

ら 17%であった． 
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 変数 種別 欠陥率 
１ 対応業種 カテゴリ 0%
２ 開発言語 カテゴリ(3 種類) 0%
３ 画面数 数値 13%
４ 帳票数 数値 13%
５ ファイル数 数値 0%
６ 一般システム特性(14 種類) 数値 17%
 

表 4.1 変数とデータ欠陥率 

 

 

 

 

 

 

 一般システム特性(GSC：General SystemCharacteristics)とは，IFPUG で規定している 14 種

の特性で，本来は FP 計測で使われる調整係数(VAF：Value Adjustment Factor)である．個々の

特性のシステムへの影響度合い(DI:Degree of Influence)は0～5の整数で表すことになっており，

数値に対応した影響項目が定義されている[43]． 

 

（２）評価指標 

図 4.3 箱髭図 

x 

最 大

最 小

母集団の下位 25%の値

母集団の上位 25%の値

中 央

 本研究では，予測値の評価指標として，次の 

５つのメトリクスを用いた．個々の予測での誤 

差分布を示す場合は，箱髭図(box plot)を用いた． 

図 4.3 に箱髭図を示す．実測値を Y と表し，予 

測値をY と表す．メトリクスに含まれている ˆ

Y の個数を t とする． 

 

・相対誤差平均(MRE)：予測値が実測値からどれだけ離れていたかを示す．値が小さいほうが 

誤差が小さく，精度が高いことを示す． 

∑ −
=

Y
YŶ

t
MRE 1 

 

・相対誤差中央値(MedRE)：相対誤差を昇順に整列したときの中央値．値が小さいと誤差が小さ

く，精度が高いことを示す． 

・相対誤差分散(VRE)：相対誤差の全プロジェクトに関する分散．値が小さいほうが精度のばら 

つきが小さいことを示す． 
2

1∑ ⎟
⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛
−

−
= MRE

Y
YŶ

t
VRE
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・相関係数(Corr)：予測値と実測値の間の相関係数．値が大きいほど両者の相関が大きく，精度 

が高いことを示す． 

( )( )
Yˆ

YYŶŶ
tCorr

σσ

1∑ −−
=

Ŷ ，Y はそれぞれ Ŷ ，Y の平均値． 

Ŷσ ， Yσ はそれぞれ Ŷ ，Y の標準偏差． 
Y

 

・Pred25: 相対誤差 0．25 以下で予測できたプロジェクト数の全プロジェクトに対する割合． 

値が大きいほうが精度が高いことを示す． 

⎜
⎜
⎜
⎜
⎜

⎝

⎛

≥
−

≤
−

=⎟⎟
⎠

⎞
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⎝

⎛ −

25.0
ˆ

0

25.0
ˆ

1
ˆ

Y
YY

Y
YY

Y
YY

t
Y
YŶisAccurate

edPr
∑ ⎟⎟

⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛ −

=25  
isただし， Accurate

　　

　　

 

（３）予測方法 

 図 4.4 に示すように，最初に予測対象のプロジェクト(P1)を選定する．次に，P1 の変数(｢言語｣

など 6 種類)の値と，P1 を除く全プロジェクトの変数の値を評価して類似プロジェクトを抽出し

て，P1 の規模(FP 値)を予測計算する．この P1 の予測値と実績値を比較して評価する．この操作

を P1~P85 の 85 回実行して，全プロジェクトの FP 値を予測して誤差を測定した． 

 

 
      

 

  

P2 言語 業種 画面 帳票 ﾌｧｲﾙ ｼｽﾃﾑ特性 FP 

P3 *** *** *** *** *** *** *** 

P4 *** *** *** *** *** *** *** 

P5 *** *** *** *** *** *** *** 

P6 *** *** *** *** *** *** *** 

P7 *** *** *** *** *** *** *** 

P8 *** *** *** *** *** *** *** 

P9 *** *** *** *** *** *** *** 

P10 *** *** *** *** *** *** *** 

予測対象プロジェクト プロジェクト実績情報 

協調フィルタリング 

P1 言語 業種 画面 帳票 ﾌｧｲﾙ ｼｽﾃﾑ特性 FP

予測 

図 4.4 予測方法 
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（４）最適な検索アルゴリズムの探索 

 協調フィルタリングによる規模予測では，類似度計算式と予測値計算式の組合せである検索ア

ルゴリズムを指定する必要がある．本研究では，各アルゴリズムでの予測値との誤差を比較して

最適な検索アルゴリズムを探した．検索アルゴリズムは，類似度計算式，予測値計算式，変数の

正規化，類似プロジェクト数を組合せて指定する．類似度計算式は，コサイン計算，相関係数，

ユークリッド距離と各変数の平均値か中央値の組合せになり，予測値計算式は，類似プロジェク

トの加重平均値と平均値，中央値，倍率修正値の組合せになる．計算上は 10 万通り以上に及ぶの

で自動的に有効と思われる組合せを生成し予測を実行・解析する｢自動試行・結果解析ツール｣を

作成した．図 4.5 に本ツールの構成を示す．本ツールは，実行定義ファイルより検索アルゴリズ

ムを自動生成し，NAIST 開発の協調フィルタリングツールを起動する自動実行制御機能と，協調

フィルタリングツールより出力された予測データを蓄積し，優良な(誤差が小さい)検索アルゴリズ

ムを探索する予測結果管理機能がある． 

 

協調フィルタリング計算ツール 

(NAIST 開発)

プロジェクト実績データ

自動実行制御 予測結果管理 

予測データ 引数生成・起動 

予測結果 DB

蓄積 検索 

優良アルゴリズム情報 

実行定義 

図 4.5 自動試行・結果解析ツール

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 予測モデルで説明した６種類の変数で最適な検索アルゴリズムを探索した．一般システム特性

(GSC)は，数値変数(DI=[0，5])のデータと数値変数をカテゴリ変数に変換したデータを用いた．

カテゴリ変数は６値表現(DI=[VALUE0，VALUE5])と 2 値表現(DI=(LOW，HIGH))に分けた．

その結果，図 4.6 に示すように決定アルゴリズム r1 を探し出した．決定アルゴリズム r1 は，類

似度計算式は相関係数計算法(各変数の値は平均値)とユークリッド距離計算法(各変数の値は中
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央値)による按分計算式，予測値計算式は，類似プロジェクトの規模の加重平均と倍率修正値の中

央値を用いたアルゴリズムである．NAIST では，標準アルゴリズム s1 を設定している．コサイ

ン計算(各変数の値は平均値)，予測値計算式は，類似プロジェクトの規模の加重平均と倍率修正

値の加重平均値を用いたアルゴリズムである． 

 

 

4.2.3 評価 

NAIST が過去の経験から設定した標準アルゴリズム s1 と，決定アルゴリズム r1 によるソフト

ウェア規模(FP)の予測結果を図 4.7 に示す．その結果，決定アルゴリズムでは，ケース 6 で相対

誤差平均(MRE)が 0．28 という高い予測を出した．類似度計算式では，コサイン計算法単独より

も，計算法を併用した方法の精度が高かった．また GSC 値の設定方法で差異がでた．ケース 6(決

定アルゴリズム，GSC:2 値)では，相対誤差平均(MRE)が 28%，相対誤差中央値が 22%の精度で

あった．同じくケース 4，ケース 5 においても MRE は 43%，33%であった． 

今回の予測では，検索アルゴリズムの探索と協調フィルタリングの有効性を評価するためにプ

ロジェクト実績データは異常だと思われる値を含まないものを用いた．過去のプロジェクト実績

データには，失敗プロジェクトなど予測精度を低下させる異常データも多く，欠損も多い．これ

ら異常データを含む実績データを検索し，除去する方式の検討が今後の課題である． 

 協調フィルタリング(ケース6)による予測結果とFP試算法のひとつであるNESMA法による算

出結果を比較した．図 4.6 に比較結果を示す．比較の結果，全ての評価指標において協調フィル

タリングが優れている結果となったが，MRE の偏差分布を見ると，22 プロジェクト(全体の 26%)

においては，NESMA 法の予測結果のほうが優れている結果が出た． 

 今回は，変数として 6 種類を選択し，その中で一般システム特性(GSC)の値設定を 3 種類に分

けて試行したが，予測精度を上げる試みとして，「対応業種｣について 17 種に分類されていたデー

タを，大分類(製造と非製造の２値)，大分類(金融と非金融の２値)，大分類(５種類)，中分類(11

種類)の４つに再分類し，予測を実行した．その結果，各分類方法での差異はほとんど見られなか

った．これは対象プロジェクトが少なかったのが理由と思われる． 
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 NESMA  協調フィルタリング法法

 0.72 相対誤差平均(MRE) 0.28 

0.65 相対誤差中央値(MedRE) 0.22 

0.59 相対誤差分散(VRE) 0.27 

0.94 相関係数(Corr) 0.94 

23.5% Pred25 56.5%

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各プロジェクトの相対誤差の偏差 

相対誤差の分布

 NESMA 法の誤差が小さい 協調フィルタリング法の誤差が小さい 

 

図 4.6 NESMA 法との比較 
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 一般システム特性 

特性 1 データ通信 アプリケーションがプロセッサと直接通信する度合い 

特性 2 分散処理 アプリケーションのコンポーネント間データ転送度合い 
 

特性 3 性能 応答時間やスループットの要求が与える度合い  
特性 4 高負荷構成 資源の制約がアプリケーションの開発与える影響度 

 特性 5 トランザクション量 単位時間当たりのトランザクション量が与える影響度 

特性 6 オンラインデータ入力 データが対話的に入力される度合い 

特性 7 エンドユーザ利便性 アプリケーションの使いやすさの度合い 

特性 8 

 

オンライン更新 内部論理ファイルがオンラインで更新される度合い 

特性 9 複雑な処理 処理ロジックの複雑さの程度 

特性 10 再利用可能性 

 

 コードを再利用可能なように設計・開発すべき度合い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Pn 特性１ 特性 2 特性 14

特性 11 インストール容易性 導入や移行が開発にて意識される度合い 

特性 12 運用性 起動・バックアップ・回復処理などの運用性 

特性 13 複数サイト アプリケーションが複数のサイトより利用されることを示す 

特性 14 変更容易性 ソフトウェアロジック/データフォーマットの変更容易性 

GSC：数値表現データ GSC：６値表現データ GSC：２値表現データ 
Pn 特性 1 特性 2 特性 14 

P1 VALUE3 VALUE2 VALUE2

P2 VALUE2 VALUE4 VALUE1

P3 VALUE3 VALUE1 VALUE1

P1 ３ ２ ２ 

P2 ２ ４ １ 

P3 ３ １ １ 

 

Pn 特性１ 特性 2 特性 14

P1 HIGH LOW LOW 

P2 LOW HIGH LOW 

P3 HIGH LOW LOW 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ケース 

データ GSC：数値 GSC：６値 GSC：２値 GSC：数値 GSC：６値 GSC：２値

アルゴリズム 標準アルゴリズム s1 決定アルゴリズム r1 

       

予測結果       

相対誤差 (MRE) 1.21 0.69 1.03 0.43 0.33 0.28 
0.45 0.40 0.42 0.30 0.28 0.22 相対誤差中央値 

3.97 0.77 3.20 0.52 0.28 0.27 相対誤差分散(VRE) 

0.93 0.87 0.93 0.94 0.94 0.94 相関係数（Corr） 

Pred25 24.7% 31.8% 30.6% 37.7% 43.5% 56.5% 
 

相対誤差分布 

図 4.7 一般システム特性データとアルゴリズム選択による予測結果 
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4.3 ユースケースポイント法による試算見積 

4.3.1 ユースケースポイント法による規模の予測 

（１）ユースケースポイント法 

ユースケースモデルは，ユースケース図とユースケース記述の2つの要素で構成されている． 

・ユースケース図:ユースケースの概念をUML(Unified Modeling Language)で視覚化して表 

現したもの．アクタを人間の形のアイコンで示し，ユースケースを楕円形の 

アイコンで表現する．アクタとユースケースとの関連は実線で表す． 

・ユースケース記述:ユースケース図に記述されたユースケースそれぞれについて，そのユースケ 

ースの機能を実現するために必要な詳細情報を記述したもの． 

 

｢注文を出す｣というユースケースに関し，ユースケース図とユースケース記述をまとめた例を

図4.8に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注文を出す 

システム 注文を出す： 

 

・関連するアクタ： 

・事前条件，事後条件： 
１．顧客が｢注文を出す｣ボタンを押す． 
２．システムは情報入力画面を表示する． 
３．顧客は商品コードを入力する． 
４．システムは入力された商品コードから商品を検索する． 

           

図 4.8 ｢注文を出す｣ユースケース 

 

UCP 計測においては，ユースケース記述の中で，そのユースケースにおけるアクタとシステム

とのやり取りを記述した「イベントフロー｣に着目する．また，イベントフロー内の 1つのパスを

｢イベント｣と呼ぶ． 

UCP法は，オブジェクト指向開発の早期段階における工数及びコスト見積手法が要求される中

で，Karnerによって提案された工数見積手法である[44]．この手法は，FP法をベースとし， ユ

ースケースモデルに基づいて見積りを行う．具体的には，ユースケースモデルに記述されるアク

タ，ユースケースを重み付けしてその数を数え上げ，計測対象プロジェクトの技術的な要因や開

発環境の要因をもとに調整を行い，工数を見積る． 
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（２）UCP法の計測手順 

UCP法による，ソフトウェアの規模計測は以下に示す手順で計測する． 

・Step1: アクタ， ユースケースの重み付け 

・Step2: 未調整ユースケースポイントの算出 

・Step3: 技術要因，環境要因による調整 

・Step4: ユースケースポイントの算出 

・Step5: 工数の見積り 

 

直観的には，アクタとユースケースを重み付けして足し合わせたものが未調整ユースケースポ

イントであり，それを開発における技術要因や環境要因で調整(補正)したものがユースケースポ

イントとなる．本研究においては，特にStep1，2の部分に着目しているため，Step1，2について

説明を行う．Step3以降については，文献[44][53]を参照． 

Step1では，まず，ユースケースモデルに記述されているアクタについて，表4.2に基づいてタ

イプの分類を行う．各タイプには重みが設定されており，各タイプのアクタの個数に重み係数を

掛け，合計したものが，アクタの重み(AW：Actor Weight)となる．ここで，単純なアクタとい

うのは，定義済みのAPI(Application Programming Interface)を備えた別システムを指す． 

平均的なアクタは，TCP/IPなどのプロトコルを介して計測対象システムと相互作用する別シス

テム，もしくはテキストベースのインタフェース(ASCII端末といったもの)を介して相互作用す

る人間を指す．複雑なアクタは，GUIを介してシステムと相互作用する人間を指す． 

 

表4.2 アクタのタイプと重み係数 

タイプ 説明 重み係数 

単純 定義済みAPIを備えた別システム １ 

平均的 プロトコル駆動のインタフェース(別システム)， 

テキストベースのインタフェース(人間) 

２ 

複雑 GUIを介する人間 ３ 

 

次に，ユースケースについても表4.3に基づいてタイプの分類を行う．ユースケースの場合は，

イベントフロー内のトランザクションの数に基づいてその複雑さを決定する．トランザクション

は，原始的な一群のアクティビティと定義され，これはすべて完全に実行されるかあるいはまっ

たく実行されないかのどちらか一方となる．このトランザクションの定義は，ファンクションポ
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イント法におけるトランザクションファンクションの定義(ソフトウェアに対するデータの出入

りを伴う処理，例えば，[画面からのデータ登録]，[帳票出力]，[問い合わせ応答])を基にしてい

る．また，includeするユースケースや拡張ユースケースについては，計測の対象とされていない．

ユースケースについても，各タイプの個数に重み係数を掛け，すべて合計する．これをユースケ

ースの重み(UW：Use Case Weight)と呼ぶ． 

 

表 4.3 ユースケースのタイプと重み係数 

タイプ 説明 重み係数

単純 トランザクション数が 3 個以下 ５ 

平均的 トランザクション数が 4 個から 7 個 １０ 

複雑 トランザクション数が 8 個以上 １５ 

 

Step2(未調整ユースケースポイントの算出)では，算出されたアクタの重みと，ユースケースの

重みを合計して，未調整ユースケースポイント(UUCP：Unadjusted Use Case Point)を得る． 

 UUCP = AW +UW 
 

 

4.3.2 ユースケースポイントの自動計測 

ユースケースポイントの自動計測を行うツールを試作するにあたって，次の2点が考慮すべき点

となった． 

(１)アクタの分類に必要な情報の抽出 

(２)ユースケースのイベントフローのトランザクション抽出 

 

そこで，なるべく特定の環境に特化しない制限をアクタとイベントフローの記述におき，その

上で分類を行うこととした．以降，それぞれの計測方針について述べる． 

 

(１)アクタの分類方法 

Karnerの定義では，アクタの分類は，そのアクタがシステムに対してどのようなインタフェー

スで相互作用するかということを基準にしている．しかし，モデルに記述されるアクタの持つ情

報は名前のみであり，インタフェースに関する情報を明示的に持っているわけではない．そこで，

本研究では，アクタの名前とアクタが関連するユースケースのイベントフロー記述に注目し，以
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下のStepA1とStepA2で分類を行う． 

① StepA1：アクタ名による分類 

表4.2より，アクタが人間であるか，もしくは外部のシステムであるかで，タイプの候補を2つ

に絞ることができる．すなわち，外部システムであれば単純，もしくは平均的であり，人間であ

れば平均的，もしくは複雑となる．そこで，第1段階として，まず人間か外部システムであるかを

判断する． 

外部システムであると判断できるキーワードを設定し，そのキーワードを名前の語尾に持つア

クタを外部システム，そうでなければ人間とする．キーワードの例としては，｢システム｣｢サーバ｣

などが挙げられる．また，見積を行う組織， 団体等で，ある特定の命名規則を設定する可能性も

考慮し，このキーワードはユーザによる変更・追加も可能とする． 

外部システムに関するキーワードとしたのは，人間である場合の名前には無数のパターンが考

えられ，外部システムに関するそれよりも数が膨大であると判断したためである． 

 (ルール A-1) ： アクタ名の語尾がキーワードと一致するアクタは外部システム，それ以外を人

間とする．  

 

② StepA2：キーワードによる分類 

アクタ名による第1段階の分類後，絞られた2つの候補から1つに決定する第2段階の分類を行う． 

ここからは，どのようなインタフェースを持つかに依存するが，先に述べた様にアクタ自身はそ

の情報を陽には持たない．そこで，対象アクタが相互作用するユースケースのイベントフローに

着目し，インタフェースに関する情報をそこから得ることとした．図4.9にアクタのタイプ決定プ

ロセスを示す． 

ユースケース

StepA1: アクタ名による分類

イベント 

キーワード群(ユーザ設定可) 

単純 A， B， 

平均的 D， E， 

複雑 G， H， 

StepA2: アクタ主体のイベントに対して 

キーワードマッチングを行い，マッチの 

割合が最も高いタイプを採用 

ユースケース

ユースケース

イベント1 

イベント２

イベント３

 

 

 

 

 

 

 

 

図  アクタのタイプ決定プロセス4.9  
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具体的には，先ず，インタフェース情報に関するキーワード群を，それぞれのタイプに設定す

る．キーワードとしては，アクタがシステムに対して行う処理に関するものがある(｢入力｣，｢選

択｣等)．次に，アクタが関連するユースケースのイベントから，対象アクタが主体となるイベン

トを取り出し，そのイベント中の単語の中からキーワードと合致するものを探し，当該イベント

を合致したキーワードが属するタイプと同じタイプと判定する．しかし，イベント中には，特定

のタイプのキーワードだけでなく，異なるタイプに属するキーワードが含まれる可能性がある．

この時には，イベント中で最も多く合致したキーワードを含むタイプをイベントのタイプとする．

また，このキーワードについてもユーザが変更・追加可能とする． 

 

 

(ルール A-2) ： 対象となるアクタが関連しているユースケースのイベントを抽出し， タイプごとの 

キーワード群に対する合致する割合が最も多いものをそのアクタのタイプとする． 

 

 

StepA1とStepA2の分類方式を決めた後，次に汎化に対する処理を検討した． 

アクタ間には汎化関係が存在するが，Karnerはこの汎化関係については特に言及してはいない．

この関係が存在する場合，親アクタの機能を継承した子アクタについては，自分が関連するユー

スケースを調べるだけではなく，親アクタの関連するユースケースも調べてマッチングをとるべ

きである．また，もし親アクタに関連が全く存在していない場合は，機能を継承した子アクタが

既に存在するため，カウント対象に入れるべきではないとした．このことから，以下のルールを

追加する． 

 (ルール A-3) : 汎化関係のあるアクタについては， 子アクタは親アクタの関連するユースケース

のイベントフローに対してもキーワードの照合を行う．  

 
(ルール A-4) : 親アクタに関連するユースケースが存在しない場合， その親アクタは 

 カウントの対象としない． 
 

 

(２) ユースケースの分類方法 

ユースケースの複雑さは，その内部の処理(トランザクション)の数によって決まる．そこで，

ユースケース記述内のイベントフローの情報からトランザクションを抽出して分類を行う．トラ

ンザクション数をカウントする最も単純な方法としては，イベントフロー内のイベントの数をカ

ウントすることである．しかし，ユースケース記述は定まったフォーマットが存在せず，作成者
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が自由に記述できるので，例えばトランザクションが2つ認識できる様な処理が，1つのイベント

として記述される可能性がある． 

前述のように，トランザクションは原始的な一群のアクティビティと定義されている．換言す

るとトランザクションは，ユーザあるいはシステムにとって一つの意味のある処理である．

Jacobsonは，ユーザとシステム間の相互作用について代表的な4つの処理として以下を挙げている

[87]． 

・ 主アクタがシステムに要求とデータを送る． 

・ システムが要求とデータを確認する． 

・ システムがその内部状態を変更する． 

・ システムがアクタに結果を返す． 

このような一連の処理内容を1つのトランザクションとして認識することは有効である．その場

合，イベントを分析して｢主アクタとシステム間でデータをやり取りしている可能性があるもの｣

を抽出することがトランザクション抽出の基本となり，｢要求とデータを送る｣処理を記述してい

るイベントがトランザクションの開始となる． 

トランザクションの開始部分を識別するための方法として，イベント記述の自然語文章から主

語や述語を認識し，アクタやシステムが主語であり，かつ，上述した処理が述語として現れてい

るものを抽出する方法をとる． 

そこで，以下のStepU1～U3 でトランザクションを抽出する方法を用いた． 

① StepU1：ユースケースシナリオ内のイベントに対して形態素・係受け解析を行い，主語と 

      動詞のセットを，トランザクションを構成するイベントの候補とする． 

② StepU2：抽出された候補から，主アクタとシステム間でデータをやり取りしている可能性 

があるものを取り出す． 

③ StepU3：アクタの動作から，システムの応答までの一連の動作をまとめて，1つのトラン 

ザクションとする． 

 

① StepU1：形態素・係受け解析によるイベント候補の抽出 

イベント記述に対する形態素解析および係受け解析のために，日本語係受け解析器｢南瓜｣[88]

を利用する．｢南瓜｣は，SVM(Support Vector Machines)に基づく日本語係受け解析器[89]であり，

統計的な日本語係受け解析器として最も精度が高い(89．29%)とされているツールである． 

南瓜の出力から，イベント中の名詞や動詞など，文の成分の情報が得られる．ただし，主語と
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目的語については名詞というカテゴリで分類されているため，さらに助詞などをチェックして主

語や目的語であるか判定する必要がある．なお，主語がアクタとシステム以外のイベントについ

ては無視する． 

 (ルール U-1) ： イベントに対する形態素解析と係受け解析を行い，主語がアクタとシステムの 

ものをトランザクションに含まれるイベント候補とする．  

 

 

② StepU2：イベントの抽出 

StepU1で抽出されたイベントに対して動詞の分類を行う．主語と述語となる動詞の対応がとれ

ても，必ずトランザクションになるとは限らない．トランザクションは主アクタとシステム間の

データのやり取りから認識するため，主語がどのような処理を行っているか，動詞を詳しく調べ

る必要がある．動詞の特徴を調べるために，以下の4つのカテゴリを設けた． 

・ アクタ入力A 

・ アクタ入力B 

・ システム出力A 

・ システム出力B 

 

｢アクタ入力｣とは，主アクタからシステムに対するデータの入力要求の可能性がある動詞であ

り，｢入力(する)｣や｢検索(する)｣などの動詞が挙げられる．｢システム出力｣とは，システムから

主アクタに対する応答の可能性がある動詞であり，｢出力(する)｣や｢表示(する)｣などの動詞が挙

げられる．主語とは独立して，抽出された動詞がそれぞれどのカテゴリに当てはまるかチェック

する．｢アクタ入力｣と｢システム出力｣に大別されるが，それぞれの項目について，処理の違いに

よってAとBに更に詳細に分類している． 

主アクタの入力操作を表す動詞は大別して2つのパターンがある．操作の段階を表す動詞か，一

語で応答までを確定できる動詞(引き続きその入力操作に対するシステムからの出力操作が来な

い場合がある)かである．前者をA，後者をBとして定義する．例えば｢検索する｣という操作は，

｢(検索キーを)入力する｣(操作の段階を表す)と｢(システムに)送信する｣(一語で応答までを確定

できる)という2行のイベントで表現される可能性もある．｢削除する｣という操作は，｢(削除すべ

き項目を)選択する｣と｢(削除キー等を)押す｣というイベントで表現される可能性もある．このよ

うに，システムの応答部分が記述されずに，アクタの動作が2行続けて記述された場合にこれらの
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区別をするためにAとBの分類をする． 

システム操作を表す動詞にも同様に2つのパターンがある．主アクタへの応答の動詞と更に別の

システムへの入力を想定させる動詞である．前者をA，後者をBと定義する．｢表示(する)｣などは，

主アクタからのデータによって確認を行い，処理の結果を返す応答を表す動詞であると考えられ

る．他方，｢認証(する)｣などは，対象システムを経由して，さらにデータベースやパスワード認

証システム等の外部システム(アクタ)へと要求を渡すことが想定される動詞である．これは応答

とは別のトランザクションとしてカウントしなければならない． 

 

 

(ルールU-2) ： イベント候補文の動詞を調べ，アクタの入力処理とシステムの出力処理を分類

する． 

 

 

③ StepU3：トランザクションの判定 

StepU2で得られた主語と動詞のセットの情報からトランザクションの判定を行う．基本原則は，

主アクタからシステムに対して要求とデータの送信を行うイベントをカウントし，それ以外の処

理を，それに付随したシステムからの応答として纏める． 

具体的には，主アクタからシステム方向のデータの送信が行われたイベントを検出し，システ

ムからの応答までを一つのトランザクションとして認識する．ただし，人間が書く文章の全てが

これに当てはまるとは限らない．主アクタからのデータ送信のイベントのみが書かれる可能性も

ある．この時，主アクタの動作が，本当に一つのトランザクションを表しているかを，確認しな

ければならない．前述したとおり，主アクタからシステムにデータ送信を行う方向の動詞には二

種類ある．｢入力｣という動詞がシステムに対するデータ要求までを意味している場合も，｢入力｣

と｢送信｣で一つのデータ要求を表している場合もある．これらを区別するために，対象としてい

る前の行の動詞を調べ，一つのデータ要求として独立させるか，複合させるかを決定する．対象

としている行の動詞がトランザクションの開始の可能性がある場合，その前の行の動詞がアクタ

入力Aでなければ，対象としている行はトランザクションの始まりと判断し，アクタ入力Aであれ

ばまだユーザからの入力処理の途中であると判断する． 

 

 

 

(ルール U-3)： アクタからシステム方向のデータ送信処理のイベントを起点に，システム 

からの応答までを 1 つのトランザクションとして認識する． 
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StepU1，StepU2，StepU3 でユースケースの分類方式を決めた後，包含や拡張に関する処理を

検討した．Karner の UCP 法[44]では，包含や拡張ユースケースについては考慮していないが，

このようなユースケースに，システムの本質的な処理が含まれる場合もあることが指摘されてお

り[85][90]，機能規模計測においては無視できない． 

包含や拡張の関係が存在するとき， それをひとつのユースケースとして処理を記述し，その処

理を含むユースケースは，自身のイベントフロー内で包含(拡張) ユースケースを参照するイベン

トとして記述を行う．このことから，我々は以下に示すルールを設定した． 

 

 

 

 

 

(ルール U-4) ： 包含または拡張するユースケースは，1 つのユースケースとして複雑さを決定

し， 計測対象とする． 

(ルール U-5) : それらを参照するユースケースは，イベントにおけるその参照処理を 

トランザクションに含めない． 

 

 

（３）アクタ，ユースケース記述の制限と分類不可能時の対策 

これまでに述べてきたように，提案する計測手法ではユースケースモデルに対して幾つかの制

限を設けた． 

・ユースケース記述のイベントの文章構造は単純にする．イベント記述では，主語，修飾語， 

目的語，述語(少なくとも主語と述語だけでも)をきちんと記述する．これは形態素解析，係り

受け解析を行う上で必要な制限である． 

・利用組織のコンテキストにあわせて，アクタ名やトランザクション分類のための動詞キーワー 

ドを設定する．アクタ分類，ユースケース分類におけるアクタ入力AとB，システム出力AとB 

に対応するキーワード，動詞の設定を決める． 

 

いずれの制限についても，ある程度のユースケースモデル開発経験のある組織では負担の大き

い制限ではない．実際に，4.3.2で述べる評価実験では，特に問題とはならなかった． 

しかし，アクタとユースケースの分類に関して，分類不可能な場合が現実には考えられる．そ

の場合には，基本的には過去に計測されたプロジェクトの様々な情報を用いた支援が対策として

考えられる．  
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①アクタ分類不可能時の処理 

アクタの分類方法で述べた方法によりアクタのタイプを決定するが，関連するユースケースの

イベントフローに，用意したキーワードに全くマッチしない場合もある．この場合，ユーザを支

援する手法として，過去の情報を利用することを考える． 

具体的には，過去に計測されたプロジェクトの様々な情報をデータベースとして蓄積する．そ

の中のアクタの情報から，分類が不可能なアクタに類似したアクタを検索し，見つかった情報を

ユーザに提示する．検索はアクタ名の部分一致による検索を行い，アクタ名，そしてそのアクタ

に対して過去に決定されたタイプ等の情報を表示する．ユーザはそれを受けて， タイプを手動で

設定，修正する． 

もし，過去の情報からも類似アクタが見つからない場合は，デフォルトのタイプとして，外部

システムであれば｢単純｣，人間であれば｢複雑｣とする(平均的とは判断しない)．その理由は，前

者は，最近のソフトウェア開発の現状を考えると，開発者が全ての処理を記述するより，開発環

境のサポートによって，効果的に定義済みAPIを使用して開発することが多いからである．また，

後者は，ユーザとシステム間のインタフェースもGUIを介する場合が多いためである． 

 

 

(ルール A-5) ： ルール A-1，A-2 で判定できない場合は，過去のプロジェクトで類似した 

アクタのタイプを利用する． 

 

 

 

(ルール A-6) ： ルール A-5 が適用できない場合は，外部システムを｢単純｣，人間を｢複雑｣

と判定する． 

 

②ユースケース分類不可能時の処理 

Karnerの定義では，ユースケースの複雑さを決定するには，イベントフローが記述されている

ことが前提となる．しかしながら，実際の開発では，ユースケース図が記述されていても，その

イベントフローまでは記述されないこともある．この場合，アクタの場合と同様に，過去の蓄積

された情報を利用することを考える．蓄積されたユースケースの情報から，対象となるユースケ

ースと類似したユースケース(例えば，同じ名前を持つ)を検索し，見つかった情報をユーザに提

示する．ユーザはそれを受けて，複雑さの設定，修正ができる． 

もし，過去の情報からも類似したユースケースが見つからなかった場合は，複雑さを｢平均的｣

とする． 
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(ルール U-6) ： イベントフローを持たないユースケースについては過去の情報を利用する． 

(ルール U-7) ： 過去情報が見つからない場合は，｢平均的｣複雑さとする． 

 

 

 

 

 

4.3.3 UCP 計測支援ツール U-EST 

UCP 計測支援ツール U-EST(Usecase-based Estimation Supporting Tool)を試作した．U-EST

は XMI(XML Metadata Interchange)形式で記述されたユースケースモデルを入力とし，UCP の

規模見積を行う(開発言語：Java，規模：5KS)．なお，UML ツールとして Describe[91]を利用し

た．本ツールのシステム構成図を図 4.10 に示す．システムは 4つのサブシステムから構成されて

おり，処理はユーザが GUI を通して操作する． 

・XMI解析部 

XMI形式で記述されたモデルファイルを解析し，記述されたアクタ，ユースケース，イベント 

等，計測に必要な情報を抽出する． 

・シナリオ解析複雑度測定部 

XMI解析部で抽出した情報を元に，各アクタ，ユースケースのタイプ分類を行う．その結果か

ら，未調整ユースケースポイントを算出する．各アクタ，ユースケースに対する分類結果，及

び未調整ユースケースポイントは，GUIを通してユーザに提示する． 

また，表示される結果に対し，ユーザは手動にて分類を再設定することも可能であり，変更に

よる各計測値への更新は随時自動で行われる． 

・調整要因評価部 

技術要因，環境要因それぞれに対して，ユーザがダイアログ上で評価を行い，評価値を入力す 

る．入力された結果をもとに，各調整係数を算出し，画面に表示する． 

・UCP測定部 

複雑度測定部，および調整要因評価部の結果を受けて，ユースケースポイント値を算出し，画 

面に表示する．また，その結果見積られる工数(人時で算出)も同時に画面に表示する．ユース 

ケースポイント値から工数値への変換係数は，ユーザによる変更が可能である． 
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図 4.10  UCP 計測支援ツール
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4.3.4 評価 

UCP計測支援ツールU-ESTの分類の妥当性 

プロジ

ェクト

開発言語 アクタ数 ユース 

ケース数 

A Java 5 15 
B Java 5 14 
C Java， 

VB．

NET 

2 20 

D Java 5 28 
E Java  8 13 

表 4．4 プロジェクトデータ 

評価とツールの適用可能性を評価するため， 

実プロジェクトで作成したユースケースモデ 

ルを用いて，ツールを適用した．評価プロジ 

ェクトは，5件で小中規模のWebシステム開 

発プロジェクトである．表4.4に，その概要 

を示す．また，表4.5に設定したキーワード 

やアクタ・システムの動詞のリストを示す． 

これらのキーワード等の設定は，文献[53]を 

参考の上，日立SASの技術者と相談して行った． 
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表4.5  キーワードリスト 

アクタ名キーワード システム， サーバ 

単純アクタ用 リクエスト， 要求， 通知， 認証 

平均的アクタ(システム)用 メッセージ， メール， 送信 

平均的アクタ(人間)用 コマンド， テキスト， 入力 

複雑アクタ用 ボタン， 押す， 選択 

アクタ入力Ａ用 入力， 選択， 指定， 決， 承認， 判定 

アクタ入力Ｂ用 押す， 押下， 確定， 送信， 要求， 検索， 変更， 

修正， 追加， 問い合， 削除， 絞り込 

システム出力Ａ用 出力， 表示， 閉じる， 返す， 送信，更新， 求める， 

削除，検討， 修正， 参照， 登録， 検索 

システム出力Ｂ用 認証， チェック， 記録 

 

 

計測対象プロジェクトのユースケースモデルにおけるアクタとユースケースの複雑さに関して，

U-ESTが計測した複雑さと，UCP計測熟練者の手動で計測した複雑さを比較する．これにより，

U-ESTの適用可能性を評価する．アクタ，ユースケースについて，U-ESTと手動での分類結果に

ついて表4.6に示す．表4.6は，U-ESTによる分類と，手動での分類の，各複雑さに分類された要

素の数を記している．複雑度一致率は，U-ESTで決定された複雑さと手動で決定された複雑さが

一致した要素数の，全体数に対する割合である． 

 

表4.6 分類結果 

アクタ ユースケース 

手動 U-EST 手動 U-EST 

プ

ロ

ジ

ェ

ク

ト 

単

純 

平

均 

複

雑 

単

純

平

均 

複

雑 

複雑 

一致率 単

純

平

均

複

雑

単

純

平

均

複

雑

複雑 

一致率 

A 1 0 4 0 1 4 0.8 13 2 0 13 2 0 1.0 

B 3 0 2 2 1 2 0.8 10 4 0 10 4 0 1.0 

C 0 0 2 0 0 2 1.0 14 6 0 12 8 0 0.9 

D 1 0 4 1 0 4 1.0 27 1 0 27 1 0 1.0 

E 0 0 8 0 0 8 1.0 2 8 3 2 8 3 1.0 
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アクタの複雑度は，一致した割合が0.8～1.0で，高い一致率を達成している．プロジェクトA

とBの誤りはアクタ5つ中の1つのずれである．誤りはいずれも外部システムのアクタであった． 

技術者の手動による分類では，ユースケース記述の情報には現れない技術者の持っている情報

や経験が利用できる．しかし，当然ながら自動分類では，ユースケース記述の情報とキーワード

以外の情報は利用できない．キーワードリストを改善して完全一致させる可能性もあるが，他の

方法により計測精度を向上する方策の検討が必要である．例えば，プロジェクトでは開発環境，

ユーザインタフェイスは一貫したものを使うケースがほとんどであるので，ユーザに｢定義済み

APIを使用するか否か｣｢GUIを介したプログラムであるか｣の2点について問うだけで，十分な精

度が得られる可能性もある． 

ユースケースの複雑度は，高い割合で複雑度が一致している．表4.7に，ユースケース複雑度分

類の基になる，トランザクション数を示す．表4.7に示すようにトランザクション数も，ほぼ全て

のユースケースについて手動との差が1以内に収まり，熟練した計測者とほぼ同じ結果が得られた． 

 

表4.7 総トランザクション数 

プロジェクト 手動での合計 ツールでの合計 合計値の比率

Ａ 85 85 1.00 

Ｂ 90 90 1.00 

Ｃ 130 140 1.08 

Ｄ 145 145 1.00 

Ｅ 145 145 1.07 

 

 

ユースケース複雑度分類で差の出たプロジェクトCは，複雑一致率が0．90と他のプロジェクト

と比べて低いが，トランザクション数自体は手動と比べてユースケース20個中17個が完全一致し，

20個中2個が1のずれ，20個中1個のみが2のずれを出した．他のプロジェクトもトランザクション

数の1程度のずれはあるが，通常は3段階の分類に丸め込まれて，複雑度の判定結果では，ずれは

検出されていない．なお，プロジェクトCの差の原因は，トランザクション数が｢単純(3個以下)｣

と｢平均的(4個から7個)｣の境界線を挟むユースケースが2つ検出されたためであった．このように，

トランザクション数がタイプの境界値を持つユースケースは，その情報をユーザに呈示して，ユ

ーザに結果の調整をゆだねる方法が現実的である． 

また，今回の実プロジェクト評価では，アクタの汎化やユースケースの包含や拡張に関する部

分が含まれていなかった．これらについての評価は今後の課題の一つである．

 77



4.4 結論 

 本章では，ソフトウェア規模の試算見積手法として協調フィルタリング法による予測モデルと

UCP 法による自動計測方式を述べた．いずれも支援ツールを試作して，実プロジェクトで評価を

した．その結果，高い精度での予測結果を得た．しかしながら，実用化には課題もあり，継続し

て研究する必要がある．それぞれの成果と課題を述べる． 

 協調フィルタリングによるソフトウェア規模予測システムの実現には，データの性質を考慮し

た変数の決定，計算アルゴリズムの選定が重要であり，これらを通して欠陥を含んだデータでも

実用的な精度で予測できることを確認した．しかし，実用化には，事業特性やソフトウェア種類

別の変数設定や検索アルゴリズムの普遍性評価が必要である．また，組織的に収集するソフトウ

ェア開発データは，開発環境やニーズの変化，組織体制の変更などにより変わるので，収集され

なくなったデータ項目は，欠陥値となる可能性がある．本研究ではこのような性質のデータは扱

わなかったが，このようなデータ種別の変化への対応も課題である． 

 UCP 法による自動計測方式では，ユースケースモデルからアクタとユースケースを自動分類す

る手法と UCP 計測ツール U-EST について述べた．U-EST は，アクタとユースケース分類に幾

つかの制限を置いた上で，自動的に複雑度の分類を行う．実プロジェクトでの評価では，U-EST

の計測値と熟練者の手動計測値がきわめて近い結果を得た．今回の結果より，当初の目的である，

計測のための開発者の負担増を避けること，計測者による誤差を無くすこと，データの統一的な

蓄積の基盤の確立が達成できた．今後は，より多くのケーススタディを行い，判定に用いるキー

ワードリストの再考，アルゴリズムの改良を行い，アクタについて精度の高い複雑度を分類する

必要がある．また，ツールによる計測精度を向上させるには，ユーザとのインタラクションは不

可欠である．ユーザとツール間のインタラクションに要する工数評価も現場での利用における重

要な課題である． 
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第 5 章 むすび 

5.1  まとめ 

 本研究では，基幹情報システムの生産技術と見積技術のうち，以下の 3 点の研究を行った．特

に，（１）（２）は，データ中心型アプローチ(DOA)のコンセプトに基づいて研究した． 

（１）基幹情報システム開発方法論と統合開発支援ツール 

（２）リバースエンジニアリングによる業務仕様理解支援 

（３）ソフトウェア規模の試算見積 

 

（１）では，ソフトウェア開発プロセスモデルと開発技法を標準化した情報システム開発方法

論 HIPACE と，それをサポートする統合開発支援ツール EAGLE を開発した．HIPACE は，開

発手順，開発基準，開発技法を HIPACE マニュアルとして日立グループの技術者に提供している．

HIPACE マニュアルのダウンロードは年間 2500 件，Web 閲覧は年間 1 万件を越えている．統一

した開発方法論を組織で維持することで，新しい生産技術や国際標準化などに追随することが可

能である． 

 統合開発支援ツールは，実プロジェクトで効果を実測した．プログラム生成率は，従来型のプ

ログラム構造で 81%，3 層アーキテクチャーのプログラムで 71%の効果を確認した．標準スケル

トンと処理部品のエンハンスによりプログラム生成率が 20%向上した．品質評価では，EAGLE2

の標準テストケース開発により単体テストで 30%の品質が向上した．教育効果では，EAGLE の

エンハンスによりプログラム開発習得効果がでた．例えば，成長率が 20%向上した．またプログ

ラム開発経験回数が４回か５回で習熟率が上がることが分かった． 

 

 （２）では，プログラムのソースコードに記述されているデータ項目に着目して，そこに内在

している業務ルールを２項オブジェクトにより抽出するデータ中心型アプローチのリバースエン

ジニアリング DORE を開発した．DORE の評価を顧客の実システムを例題にして分析した．抽

出した業務ルールの正当性評価では，仕様書記述の業務ルール抽出が確認でき，また仕様書にな

い暗黙ルールの抽出(仕様書記述業務ルールの 34%)により本研究の有効性を検証できた．業務ル

ールの仕様抽出率は，設計仕様書と比較して評価した．その結果，A 社では 74%，B 社ではプロ

グラム設計書で 90%以上の抽出率を確認した．その結果，DORE による業務ルールの抽出により，

業務仕様の理解支援，設計仕様書の生成の有効性を確認した．今回の研究では，抽出した業務ル

ールをソフトウェア部品化する研究はしなかったが，DOA をベースにしているので，業務ルール
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を制約条件として統合開発支援ツールのデータ辞書に登録するのは容易であると考えられる． 

 （３）では，試算見積の手法として協調フィルタリング法による事例ベース類推方式と UCP

法による自動計測方式を開発した． 

協調フィルタリングによるソフトウェア規模予測システムでは，6 種類の変数(対応業種，開発

言語，画面数，帳票数，ファイル数，一般システム特性)の予測モデルを設定した．またアルゴリ

ズム探索ツールを試作して，最適な検索アルゴリズムを探した．その結果，類似度計算式は相関

係数計算法(各変数の値は平均値)とユークリッド距離計算法(各変数の値は中央値)による按分計

算式，予測値計算式は，類似プロジェクトの規模の加重平均と倍率修正値の中央値を用いたアル

ゴリズムを決定アルゴリズム r１とした．この予測モデルと決定アルゴリズムによりソフトウェ

ア規模を予測した結果，相対誤差平均(MRE)が 0.28 という高い予測を出した．これにより，欠陥

を含んだデータでも実用的な精度で予測できることを確認した． 

 UCP 法による自動計測では，アクタとユースケースのタイプと重み係数の自動分類方式を開発

した．アクタの分類ルールを６つ，ユースケースの分類ルールを７つ設定した．このルールによ

り UCP を計測する支援ツール U-EST を試作した．評価は，実プロジェクトのユースケースモデ

ルを用いて，U-EST による自動重み付けと経験者による手動重み付けを比較して，ツールの有用

性を確認した.その結果，複雑度の一致割合は，アクタで 0.8～1.0，ユースケースで 0.9～1.0 の高

い一致率を達成した．トランザクション数についても，手動との差が 1.0～1.08 になり，熟練し

た計測者とほぼ同じ結果が得られた． 
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5.2  今後の研究方針 

本研究のテーマである開発方法論とソフトウェア部品を中心にした統合開発支援ツール，既存

ソフトウェアの活用，ソフトウェア規模の早期見積は，今後も基幹情報システムの開発には重要

なキーである． 

基幹情報システムは，企業間の電子取引 BtoB(Business to Business)や企業と消費者の電子取

引 BtoC(Business to Consumer)と共に，利用者が企業内ユーザから社外ユーザに広がっている．

その結果，基幹情報システムは安定した品質や環境の変化に柔軟な構造を持つソフトウェアの開

発が要求されている． 

 今後の研究方針として，開発技法では信頼性，セキュリティや性能など非機能要件の設計支援

の研究がある．この分野は，モデル化技法，仕様定義技法，モデルの検証技法など多岐にわたる

要素技術の研究が必要である．仕様記述やモデルの検証手法として形式手法の利用もある[92]．

試算見積では，本研究で方式研究と試算ツールによる評価をしたが，実用化には，継続した実評

価によるモデルとルールの拡充が必要である．これらの研究に取り組んでいきたい． 

 プロジェクトの実績データを収集・分析して，法則や理論などの知見を発見してプロジェクト

へのフィードバックを反復するエンピリカルアプローチ[93]は，ソフトウェア工学の研究には不

可欠の要件である．本研究では，3 テーマすべてを実プロジェクトのデータで評価した．今後も

実データの蓄積と分析で評価と改善をしていく． 
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